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平成２２年第２回竹原市議会定例会会議録 

 

平成２２年６月１５日開会 

  （平成２２年６月１５日） 

 

議席順 氏 名 出  欠 

１ 大 川 弘 雄 出 席 

２ 道 法 知 江 出 席 

３ 宮 原 忠 行 出 席 

４ 片 山 和 昭 出 席 

５ 鴨 宮 弘 宜 出 席 

６ 北 元  豊 出 席 

― ―――――――――― ――― 

８ 大 森  洋 出 席 

９ 稲 田 雅 士 出 席 

１０ 唐 﨑 輝 喜 出 席 

１１ 松 本  進 出 席 

１２ 吉 田  基 出 席 

１３ 脇 本 茂 紀 出 席 

１４ 小 坂 智 徳 出 席 

１５ 天 内 茂 樹 出 席 

１６ 小 坂 明 三 出 席 

 

  職務のため議場に出席した者は、下記のとおりである 

    議会事務局長                   宮 地 憲 二 

    議会事務局係長     笹 原 章 弘 
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説明のため議場に出席した者は、下記のとおりである 

 

職 名 氏 名 出 欠 

市 長 小 坂 政 司 出 席 

副 市 長 三 好 晶 伸 出 席 

教 育 長 前 原 直 樹 出 席 

総 務 部 長 今 榮 敏 彦 出 席 

総 務 課 長 桶 本 哲 也 出 席 

情 報 化 推 進 室 長 平 田 康 宏 出 席 

企 画 政 策 課 長 豊 田 義 政 出 席 

財 政 課 長 塚 原 一 俊 出 席 

税 務 課 長 久 重 雅 昭 出 席 

会 計 管 理 者 大 下 建 宗 出 席 

監 査 委 員 事 務 局 長 堀 川 豊 正 出 席 

選挙管理委員会事務局長 桶 本 哲 也 出 席 

市 民 生 活 部 長 中 沖  明 出 席 

市 民 健 康 課 長 森 野 隆 典 出 席 

まちづくり推進課長 大 澤 次 朗 出 席 

文 化 生 涯 学 習 室 長 西 口 広 崇 出 席 

忠 海 支 所 長 森 野 隆 典 出 席 

人 権 推 進 室 長 中 沖  明 出 席 

福 祉 課 長 大 宮 庄 三 出 席 

子 ど も 福 祉 室 長 井 上 光 由 出 席 

建 設 産 業 部 長 谷 岡  亨 出 席 

産 業 振 興 課 長 中 川 隆 二 出 席 

観 光 交 流 室 長 堀 信 正 純 出 席 

建 設 課 長 柏 本 浩 明 出 席 

都 市 整 備 課 長 有 本 圭 司 出 席 

区 画 整 理 室 長 山 元 立 志 出 席 

下 水 道 課 長 大 田 哲 也 出 席 

農業委員会事務局長 西 原 正 敎 出 席 

教育委員会教育次長 新 谷 寿 康 出 席 

教育委員会学校教育課長 亀 井 伸 幸 出 席 

教育委員会教育振興課長 新 谷 寿 康 出 席 

水 道 課 長 前 本 憲 男 出 席 
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付議事件は下記のとおりである 

 日程第１ 会議録署名議員の指名について 

 日程第２ 会期の決定について 

 日程第３ 諸般の報告 

      （１）全国市議会議長会表彰について 

      （２）報告第１号 平成２１年度竹原市一般会計繰越明許費繰越計算書につ

               いて 

      （３）報告第５号 竹原市土地開発公社等の経営状況について 

 日程第４ 一般質問 
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              午前１０時００分 開会 

議長（小坂智徳君） ただいまの出席議員は１５名であります。定足数に達しております

ので、これより平成２２年第２回竹原市議会定例会を開会いたします。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 議長から報告いたします。 

 まず、監査委員より平成２２年２月から平成２２年４月分までの例月出納検査結果の報

告がありましたので、その写しをお手元に配付しておきましたから、御了承願います。 

 次に、議長において受理いたしております陳情書等につきましては、陳情等受理状況一

覧表としてお手元に配付しておきましたので、御了承願います。 

 以上で議長からの報告を終わります。 

 これより日程に入ります。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１ 

議長（小坂智徳君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２０条の規定により議長において小坂明三君、道法知

江さんを指名いたします。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第２ 

議長（小坂智徳君） 日程第２、会期の決定についてを議題といたします。 

 お諮りいたします。今期定例会の会期は、本日から６月１８日までの４日間といたした

いと思います。これに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（小坂智徳君） 御異議なしと認めます。よって、今期定例会の会期は本日から６月

１８日までの４日間と決定いたしました。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第３ 

議長（小坂智徳君） 日程第３、諸般の報告を行います。 

 報告案件は３件であります。 

 まず、全国市議会議長会表彰についてを報告いたします。 

 事務局長から報告させます。 
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議会事務局長（宮地憲二君） 御報告いたします。 

 去る５月２６日、東京都日比谷公会堂において開催されました第８６回全国市議会議長

会定期総会におきまして、永年勤続として議員１５年以上表彰を唐﨑輝喜議員、稲田雅士

議員がそれぞれ受賞されました。ここに謹んで御報告いたします。 

議長（小坂智徳君） これより表彰状の伝達式を行います。 

 準備のため、このまましばらくお待ちください。 

議会事務局長（宮地憲二君） ただいまから表彰状の伝達式を行います。唐﨑輝喜議員、

稲田雅士議員は正面へお運びください。 

 それでは、お一人ずつお名前を申し上げますので、お呼びいたしましたら前へお進みく

ださい。 

 唐﨑輝喜議員。 

議長（小坂智徳君） 表彰状。竹原市唐﨑輝喜殿。あなたは市議会議員として１５年、市

政の振興に努められ、その功績は著しいものがありますので、第８６回定期総会に当た

り、本会表彰規程により表彰いたします。平成２２年５月２６日。全国市議会議長会、会

長五本幸正。 

 おめでとうございます。（拍手） 

議会事務局長（宮地憲二君） 稲田雅士議員。 

議長（小坂智徳君） 表彰状。竹原市稲田雅士殿。あなたは市議会議員として１５年、市

政の振興に努められ、その功績は著しいものがありますので、第８６回定期総会に当た

り、本会表彰規程により表彰いたします。平成２２年５月２６日。全国市議会議長会、会

長五本幸正。 

 おめでとうございます。（拍手） 

議会事務局長（宮地憲二君） 以上で伝達式を終わります。皆様、自席へお戻りくださ

い。 

 議長からお祝いのごあいさつがございます。 

議長（小坂智徳君） 一言お祝いを申し上げたいと思います。 

 ただいま伝達いたしましたとおり、さきの第８６回全国市議会議長会定期総会におきま

して、表彰の栄誉に浴されました２名の議員の方々に対し、心からお祝いを申し上げる次

第でございます。 

 お二方は、平成６年１１月に初当選されて以来、１５年の長きにわたり竹原市議会の中
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心的役割を果たされ、本市の発展と市民福祉の向上に多大な御貢献をなされたところであ

ります。 

 唐﨑議員におかれましては、平成１６年１２月から平成１８年１２月まで議長としてす

ぐれた見識と卓越した政治力により円満なる議会運営に努められ、大きな御功績を残され

たところでございます。 

 また、稲田雅士議員におかれましても、平成２０年１２月から現職の副議長として御活

躍いただいておるところでございます。 

 今回、こうしてお二方が表彰されましたことは私どもの喜びでありますとともに、改め

まして今日までの御功績に対し、深甚なる敬意を表する次第であります。 

 この上は、このたびの受賞を契機として、より一層御自愛の上、御健勝にてますますの

御活躍を賜りますよう心からお願い申し上げまして、お祝いの言葉といたします。まこと

におめでとうございます。 

 市長より発言の申し出がありましたので、許可いたします。 

市長（小坂政司君） 一言お祝いのごあいさつを申し上げます。 

 ただいま全国市議会議長会において、竹原市議会議員在職１５年以上に及ぶ市政功労者

として晴れの表彰をお受けになられました唐﨑議員、稲田議員に対し、心からお祝いを申

し上げる次第でございます。 

 受賞されましたお二人の議員さんには、いずれも長年にわたり市民の熱望と信頼を一身

に集められ、円満なる御人格と熱意あふれる御見識のもとに、市勢の発展に並々ならぬ御

尽力をいただいた方でありまして、その御功績に対して、改めて深く敬意と感謝を申し上

げる次第でございます。 

 唐﨑議員、稲田議員におかれましては、今後ますます御自愛の上、地方自治の振興と我

が竹原市の活力あるまちづくりのために、より一層の御活躍を御祈念申し上げまして、お

祝いのごあいさつとさせていただきます。まことにおめでとうございます。 

議長（小坂智徳君） 以上をもって全国市議会議長会表彰についてを終わります。 

 報告第１号平成２１年度竹原市一般会計繰越明許費繰越計算書について事務局職員から

報告文を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（小坂智徳君） 市長から報告理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 報告第１号平成２１年度竹原市一般会計繰越明許費繰越計算書につ
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いて御説明申し上げます。 

 繰り越した事業については３６事業でありますが、平成２１年度中に完了した勤労青少

年ホーム施設改修事業を除いた３５事業の中から、主な事業について御報告させていただ

きます。 

 まず、庁舎、市民館、福祉会館、図書館の耐震診断事業については、繰越額は１，２９

１万５，０００円であり、平成２２年９月を完了予定としております。 

 地域情報通信基盤整備事業については、繰越額は１４億９，６２３万円であり、平成２

３年３月を完成予定としております。 

 道の駅等整備事業については、繰越額は１億５，７４５万５，０００円であり、平成２

２年６月を完成予定としております。 

 小学校施設耐震化事業については、繰越額は５億５，１７７万５，０００円であり、平

成２３年３月を完成予定としております。 

 中学校施設耐震化事業については、繰越額は５億６，８１５万５，０００円であり、平

成２３年３月を完成予定としております。 

 また、平成２２年第２回臨時会で繰り越しの議決をいただいた国の地域活性化・きめ細

かな臨時交付金を活用した事業については、生活関連インフラ整備・改修を行う６事業の

繰越額は合計で４，４９７万５，０００円、教育保育関連インフラ整備・改修を行う９事

業の繰越額は合計で３，７０７万３，０００円、産業振興インフラ整備・改修を行う３事

業の繰越額は合計で１，４１５万円であり、年度内での事業完了を予定しております。 

 さらに、その他の事業といたしまして、新開土地区画整理事業、学校用備品整備事業、

県営事業など９事業については繰越額は合計で９，０６９万７，０００円であり、年度内

での事業完了を予定しております。 

 以上のとおり、繰越明許費に係る事業の状況について御報告いたしますので、よろしく

お願い申し上げます。 

議長（小坂智徳君） これより質疑に入ります。 

 ３番。 

３番（宮原忠行君） 財源構成についてちょっと変更があったんじゃないかという感じが

ちょっと私しておりますもので、それで、総務費の地域情報通信基盤整備事業の財源内訳

と、また教育費の学校施設耐震化事業、小学校費と中学校費ですね、これについてちょっ

と財源構成に変更というか、変化があったんじゃないかと思いますので、ちょっと御説明
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をお願いしたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

議長（小坂智徳君） 財政課長。 

財政課長（塚原一俊君） それでは、財源構成の変更の点について御説明申し上げます。 

 まず、地域情報通信基盤整備事業でございますが、事業費、当初１５億円に対しまして

国庫支出金と公共投資臨時交付金という国庫負担金、こちらのほうを計上しておりまし

た。あわせて一般の地方債を充てておりました。 

 一番大きな理由なんですけれども、この一般の事業債を充てていたところに補正予算債

という起債が充当されることになりました。この補正予算債と申しますのが、後年度の元

利償還につきまして後年度交付税算入されるということ、理論上は１００％交付税算入さ

れるという大変有利な起債ですので、こちらのほうをまず優先いたしました。その際、公

共投資臨時交付金８億３，０００万円ございましたが、こちらの交付金につきましては、

その他の事業のほうへ充てることが許可されておりました。したがいまして、この一番大

きな補正予算債が認められたということで財源が大きく変わったということでございま

す。 

 続きまして、小学校及び中学校の耐震工事なんですけれども、こちらのほうも合わせま

して約１１億円の予算でございました。こちらのほうは、まず一番大きなのは、先ほどの

地域情報通信基盤整備事業に充てておりました公共投資臨時交付金の一部をこちらのほう

にまず充てております。その上で、最終の補正の段階で当初予定をしておりました安全・

安心な学校づくり交付金が増額が認められました。倍以上の増額が認められております。

そういった形で有利な国庫補助金を充てるとともに、こちらのほうの起債につきましても

補正予算債が認められたということで、後年度交付税算入される有利な地方債を充当して

おります。 

 それとあわせまして、当初、都市基盤整備基金の取り崩しを予定しておりましたが、こ

ういった有利な財源を利用することで、こちらのほうも取り崩すことなく事業を推進する

ことができたということで、予算の組み替えを行っております。 

 以上でございます。 

議長（小坂智徳君） ３番。 

３番（宮原忠行君） いろいろと、とりわけ地域情報通信基盤整備事業に関しては、ある

意味賛否両論渦巻く中で、財源構成等に関してもいろいろ心配する向きもあったやに聞き

及んでおりますので、質問させていただいたんですけれども、全体として中・長期といい
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ますかね、償還も含めて竹原市のある意味効率的な財政運営がこれによって実現できた

と、こういうふうに理解をさせていただいてよろしいということですね。 

議長（小坂智徳君） これをもって質疑を終結いたします。 

 報告第５号竹原市土地開発公社等の経営状況について、事務局職員から報告文を朗読さ

せます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（小坂智徳君） 市長から報告理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 報告第５号竹原市土地開発公社及び竹原流通センター株式会社の経

営状況について御報告申し上げます。 

 初めに、竹原市土地開発公社の経営状況についてでありますが、平成２１年度は新たな

用地取得がなかったことから、収益的業務のみを行っております。 

 まず、収益的収支につきましては、収入総額１６万７８０円、支出総額１６万７８０円

で、差し引きゼロ円であります。 

 なお、損益計算書・貸借対照表につきましては、お配りしております資料のとおりであ

りますので、説明を省略させていただきます。 

 次に、平成２２年度の事業計画につきましては、予定はありません。 

 続きまして、平成２２年度の収益的収支予算について御説明申し上げます。 

 まず、収益的収入は総額１６万円、支出総額は１６万円で、差し引きゼロ円となりま

す。 

 また、資本的収支の収入の長期借入金は新たな借り入れ予定はなく、支出の予定もあり

ません。 

 なお、資金計画、収益的収支実施計画基礎資料につきましては、お配りしております資

料のとおりでありますので、説明を省略させていただきます。 

 以上が竹原市土地開発公社の経営状況であります。 

 次に、竹原流通センター株式会社の経営状況についてであります。 

 平成２１年度の決算額について申し上げます。 

 まず、収入としましては、卸売業者・関連業者の使用料であります営業収入１，２１９

万１，６１０円、営業外収入１万７，４４１円、合わせて１，２２０万９，０５１円であ

ります。 

 これに対し、支出といたしまして、租税公課費・給料及び減価償却費等の一般管理費と
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して１，０５７万５，４４４円、支払利息６４万３，８０７円、合わせて１，１２１万

９，２５１円となり、差し引き当期利益は９８万９，８００円となるものであります。 

 なお、貸借対照表及び損益計算書につきましては、お配りしております資料のとおりで

ありますので、説明は省略させていただきます。 

 続きまして、平成２２年度事業方針及び収支計画について御説明申し上げます。 

 まず、事業方針につきましては、竹原流通センター株式会社が今後も存続していくため

には、卸売業者と連携を密にすることはもちろんのこと、食の安全・安心や低価格志向な

ど消費者の食への関心が高まる中、生鮮食料品の安全かつ安定供給に努めるとともに、空

き関連店舗への早期入居促進を図り、できる限り経費節減に注力し、健全経営を目指して

いくものであります。 

 次に、収支計画につきましては、収入では営業収入１，２１４万３，０００円、営業外

収入１万８，０００円、合わせて１，２１６万１，０００円を見込んでおります。 

 これに対し、支出としまして、租税公課費・給料及び減価償却費等の一般管理費として

１，１１０万円、支払利息６５万円、合わせて１，１７５万円を計上し、差し引き当期利

益は４１万１，０００円となる見込みであります。 

 なお、細目につきましては、お配りしております資料のとおりであります。 

 以上のとおり、土地開発公社及び市が資本金の２分の１以上を出資している株式会社の

経営状況について御報告申し上げます。 

議長（小坂智徳君） これより質疑に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） 土地開発公社にかかわって１点だけ確認をしておきたいと。 

 今、市長の説明で、事業そのものもやられていないし、今後の事業計画も予定がないと

いうことでありました。私は毎年この報告があるときに予定を毎回聞いてまいりましたけ

れども、事業の予定はないということで、結果として毎年十四、五万円の予算支出であっ

ても、結果としてはやっぱり無駄になってきたというふうに私は繰り返しこの場で質問し

ました。できるだけこの土地開発公社の今後の事業計画なり事業がないということでした

ら、即刻この事業を廃止すべきだという質問なんですけれども、事前の説明会では、そう

いった方向というようなニュアンスの説明もありましたので、今年度中の早い時期にこの

土地開発公社については事業を閉鎖すべきだというふうに私はまた改めて指摘したいと思

いますけれども、そこについてのお考えだけを確認しておきたいと。 
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議長（小坂智徳君） 建設課長。 

建設課長（柏本浩明君） 開発公社の廃止のことについてでございますが、開発公社の都

市基盤事業、先行用地取得事業、これまで行ってまいりました。一定には竹原市発展の役

割を果たしてきたところでありますが、現在の状況におきましては、地価の下落とか経済

の低迷等により公共事業が縮小いたしまして先行取得の必要もなくなり、平成１５年度以

降は事業を全く行っておりません。以上のことを踏まえまして、本年度中に廃止を含め総

合的に検討し、判断したいと考えております。 

 なお、年度中途ということになりますと、本年度の今回予算も上げさせていただいてお

りますので、もし廃止ということになれば、年度区切りということを考えておりますの

で、よろしくお願いします。 

議長（小坂智徳君） これをもって質疑を終結いたします。 

 以上をもって諸般の報告を終結いたします。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第４ 

議長（小坂智徳君） 日程第４、一般質問を行います。 

 質問の順位は、お手元に配付のとおり決定いたしております。 

 順次質問を許します。 

 質問順位１番、松本進君の登壇を許します。 

１１番（松本 進君） おはようございます。日本共産党の松本進です。私は発言通告に

従って一般質問をいたします。 

 まず、第１番目の質問項目は、地上デジタル放送の市の対策について伺います。 

 テレビ放送が地上デジタルに完全移行する２０１１年７月２４日まであと１年１カ月余

りです。全国消費者協会連合会がことし３月に発表した地上デジタル放送の対応について

の調査報告書では、地デジへの対応を迫られる住民の負担の大変さが浮かび上がっていま

す。「家庭のテレビが地デジ対応になっているか」との問いに、５８．７％がなっている

と答え、まだ４割強が未対応となっています。地デジの準備では、家庭のアンテナで受信

しているとか、共聴アンテナの利用とか、ケーブルテレビや光回線に加入するかなど、住

んでいる地域や各家庭の視聴形態によってさまざまであります。自分の家庭ではどう準備

すればよいのか、こういった情報が届いていないとの消費者の苦情も伝えられています。 

 消費者にとって一番痛いのが負担であります。地デジ対応済みの人がテレビや録画機、
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アンテナを含めて地デジ対応にかけた費用は１０万円から３０万円が４７．７％、３０万

円から５０万円の方も２２．１％、平均額では約２７万円となっています。地デジ変更の

問題点では、「テレビ・録画機の廃棄はもったいない」７０．４％、「経済的負担が多く

なる」６２．２％が上位を占めています。 

 そこで、市長に質問します。 

 地上デジタル放送の実施に伴う竹原市の現状把握と対策について伺います。 

 １つ、地デジ難視聴地域の現状と対策はどのようになっていますか。地域や戸数、対策

について伺います。 

 ２点目に、地デジ視聴可能地域の現状と対策についても伺います。 

 受信機の普及世帯数、未整備の世帯数はどのようになっていますか。 

 国の支援外世帯で高齢者、低所得者世帯など、市民に対する受信機等を支援する対策が

必要ではないでしょうか。全国消費者協会連合会の調査では、まだ４割の人が地デジテレ

ビに買いかえられていない。また、働く世帯の１割が生活保護以下の所得という実態で

す。６５歳以上の高齢者世帯、市民税非課税世帯などに対する市独自の支援措置を実施し

て、すべての市民が平等に情報社会を共有できる条件整備をすべきと考えますが、いかが

でしょうか、市長の御所見をお聞かせいただきたい。 

 私は市民の地デジ受信の準備が整うまでアナログ波をとめる時期を延期すべきと思いま

す。市は国へ働きかける必要があるのではないでしょうか。 

 次に、竹原市の地域情報通信基盤整備事業について質問します。 

 １つ、市が光ケーブルなどの設備を整備し、それを民間事業者が借り受けてサービス提

供を行う公設民営方式で事業を運営すると市広報６月号にあります。これは施設の整備が

完了するまで市が責任を負うと理解してよいのでしょうか。あわせて、地域情報通信基盤

整備の主たる設置場所は株式会社たけはらケーブルネットワーク本店、放送スタジオ、デ

ジタル受信局、ヘッドエンド、２カ所のサービスセンター、荘野、床浦が予定されており

ますが、こういった場所、広さを具体的に説明していただきたい。 

 ２点目に、運営に関して、世帯加入率が直接経営を左右いたします。市は採算がとれる

加入率の設定と対策、予想される厳しい経営状況と責任範囲をどのようにお考えなのか、

お聞かせいただきたい。株式会社たけはらケーブルネットワークの説明では、対象世帯の

２５％、３，２５０世帯を見込まれております。このことも踏まえて、市の採算ベースの

加入率、対策を質問いたします。 
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 ３点目に、このサービスを利用するための加入費、工事費、また月額の視聴料は幾らに

なるのか。市民が受信、サービス利用できるまでの具体的な費用負担について質問いたし

ます。 

 ４点目に、事業行程表を見ると、当初計画より大幅におくれていますが、その原因はど

こにあるのか質問します。 

 資材調達や申請・許可事項など万全の対策はとられていますか。 

 北広島町のような工事のおくれは絶対に起こさない決意はどうでしょうか。 

 工事完成まで市のチェック体制はどうでしょうか。工程会議における市の果たす役割と

責任を明確に説明していただきたいと思います。 

 ５点目に、工事業者の入札が７月予定とあります。市内関連業者の仕事確保を明確にす

る契約事項はどのように対応されるのかについて質問をいたします。 

 ２点目の質問項目として、国有地、里道等の竹原市の管理、責任について質問します。 

 先日、私は住民から相談を受けて現地に行くと、相談者の山林が許可なく無断で削られ

ていました。その場所は、竹原市下野町大井１０７１、１０７２、１０７３番地などで

す。山林の所有者によると、昨年４月に相手方に、ここからは私の土地だと通知していた

ということです。しかし、山林を無断で勝手に掘削していると怒り心頭であります。 

 その場所の公図を見ると、掘削場所の一部は明らかに里道があります。その位置は、下

野町大井１０７７番地の北側に接する里道が掘削、崩壊しています。 

 そこで、市長に質問します。 

 １つ、この事実を市長は把握しているのでしょうか。個人、会社を明確にすること。だ

れが、いつ、どんな手続をして里道を掘削しているのか。また、いつから掘削が行われ、

推計で何立方メートルが掘削されているのか質問します。 

 ２点目に、竹原市は、この里道を管理するためにどのような取り組みをされてきたのか

質問します。いつ、だれに対してどのような指導、対策をされたのか、現在どのようにな

っているのかということをお聞かせいただきたい。 

 ３点目に、山林の掘削現場の近くに作業事務所が設置されています。この事務所を設置

するための許可申請が必要ではないでしょうか。この作業所を設置する許可基準、申請・

許可日を質問いたします。 

 ４点目に、竹原市は里道の管理者として、私は災害防止を最優先に一刻も早く崩壊里道

の原状回復をする必要があると考えます。この崩壊里道を原状回復する責任、義務はだれ
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にあるのか。また、いつまでに原状回復、あるいは防災工事を実施、完了させるのかにつ

いて質問いたします。 

 ５点目に、土地所有者の許可を得ないで山林が掘削されています。その掘削土が公共事

業に使われている事実はあるのかどうかを明確にしていただきたい。その事実関係に基づ

く市の対応についてもあわせて質問いたします。 

 ３番目の質問項目は、ＪＲ竹原駅のエレベーター設置についてであります。 

 竹原市地域公共交通総合連携計画が平成２２年３月に作成されております。その内容を

見ますと、１、計画の概要の「背景」として、「竹原市では人口減少や高齢化が急速に進

んでいます。この高齢化の進展は、外出の際に自動車に頼れない人の増加を示唆していま

す」。次に、「竹原市内で運行するＪＲ呉線、路線バスなどの公共交通の利用者は年々減

少しており」云々。計画の「目的」として、「この計画は、竹原市が、末永く快適に暮ら

せ、また活力あるまちであり続けるために、市民の日常生活や観光振興などを支える持続

可能な公共交通づくりを推進することを目的とします」とあります。計画期間は、平成２

２年度から平成２６年度の５年間で、対象地域は竹原市であります。 

 ５番目として、個別事業の概要の中に、事業⑥として、公共交通関連施設バリアフリー

化事業には、駅舎のバリアフリー化について、「西日本旅客鉄道株式会社や国等へ働きか

けるとともに、周辺部の段差の解消などバリアフリー化を推進します」とあります。

「「バリアフリー化」とは、「高齢者や障害者等が社会生活をしていく上での物理的、社

会的、制度的、心理的及び情報面の障壁などを取り払おうとする考え方であり、公共交通

機関の場合は、高齢者や障害者等が円滑に利用できるような設備の改善を目指す」」とあ

ります。 

 さらに、資料編を見ると、（６）に各施策メニュー(案)の可能性と目標がありまして、

４－３の中に、竹原駅と周辺のバリアフリー化の施策内容が示されています。それを見ま

すと、ＪＲ竹原駅のエレベーター設置は現状では困難ですとの指摘であります。しかし、

その一方で、「しかし、高齢者や障害者等の継続的な鉄道利用促進のために竹原駅のバリ

アフリー化は不可欠であり、引き続きＪＲ西日本や国等へ働きかけます」とあります。 

 そこで、市長に質問します。 

 １点として、この指摘は、率直に言えば、お金がないからＪＲ竹原駅のエレベーター設

置はあきらめるということでしょうか。私は今こそ市長が政治決断を行い、ＪＲ竹原駅に

エレベーターを設置すべきと考えます。エレベーター設置の概算事業費は幾ら必要なのか
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を含めて市長に質問します。 

 ２点目には、平成２２年以降の実施スケジュールでは、エレベーター設置にかわるバリ

アフリー施策の検討をするとあります。具体的にどんなイメージ、施策を考えておられる

のか。階段を上りおりしないで電車に乗る現段階の施策について伺います。 

 以上で壇上での質問を終わります。 

議長（小坂智徳君） 順次答弁願います。 

 市長、答弁。 

市長（小坂政司君） 松本議員の質問にお答えをいたします。 

 まず、地上デジタル放送の対策についての御質問でありますが、地上デジタル放送につ

きましては、地上テレビ放送をデジタル化することにより、ハイビジョンによる高画質、

高音質な番組に加え、天気予報やニュースなどの情報を常に入手できるデータ放送、字幕

放送などの高齢者や障害のある方に優しいサービス、１週間先までの番組情報が見られる

電子番組表等、暮らしをより便利で豊かにするサービスの提供が図られることなどを目的

に放送が開始されるものであります。 

 本市においては、昨年５月に竹原北局が開局し、一定には市内全域がデジタル放送の受

信エリアとなったものでありますが、特に東野町以北の地域を中心に難視聴地域が存在し

ております。 

 地上デジタル放送の難視聴地域につきましては、アナログ放送が受信できず、地上デジ

タル放送も受信できない地域と、アナログ放送は受信できるが、地上デジタル放送が受信

できない地域があります。 

 本市の状況については、総務省への届け出をしている共聴施設組合や自治会を通じての

調査などによりますと、組合等への加入によりアナログ放送が受信できるが、地上デジタ

ル放送については受信できない地域が約１，５００世帯、アナログ放送は受信できるが、

地上デジタル放送が受信できない地域が約１００世帯あるとされています。 

 地域別の世帯数につきましては、市内における共聴施設組合等へ加入されている地域な

どを中心に、竹原・下野地域約７００世帯、北部地域約６００世帯、吉名地域及び忠海地

域それぞれ約１７０世帯あるとされております。これらの地域の中では、共聴施設のデジ

タル化改修を既に行っている地域もありますが、費用負担等の問題により対策ができてい

ない地域も存在しております。 

 共聴施設を新設する場合においても多額の経費を要することから、これらの地域の受信
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環境を確保する対策として、現在、本市が整備している地域情報通信基盤整備によるケー

ブルテレビ事業が地域の費用負担を最小限に抑えて、地上デジタル放送の視聴を可能とす

る方策であると考えております。 

 次に、受信機器の普及等につきましては、本市における世帯普及率等の把握はいたして

おりませんが、本年３月に総務省が地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査を実施い

たしました。この調査は、地上デジタルテレビ放送対応受信機の普及状況等を定量的に把

握し、今後の普及促進の取り組みに反映させるなど、地上デジタルテレビ放送の円滑な普

及に資することを目的に、全国４７都道府県の全域の男女１５歳以上８０歳未満の個人を

対象に抽出し、郵送により実施したものであり、その調査結果によりますと、広島県のデ

ジタル放送対応受信機の世帯普及率は８５．８％で、全国平均の８３．８％を上回ってお

ります。広島県の残り１４．２％については、多くが難視聴地域であることが予想され、

視聴可能地域においては、地上デジタル放送視聴の準備が進められているものと推察され

ます。 

 受信機器のうち、簡易な地上デジタル放送のチューナーは低価格化が進み、５，０００

円未満の価格のものもあり、地上デジタル放送が視聴できる条件が以前より緩和されてい

る現状にあるものと認識しております。 

 また、地上デジタル放送に関しては、本年度、総務省広島県地デジ受信者支援センター

において、地デジを見るにはどうすればよいか等の相談窓口を設置されており、あわせて

高齢者等の地デジ対応困難な方や共聴施設組合加入者等への周知広報活動、きめ細やかな

啓発活動が支援センターにおいて行われており、本市も一体となって地上デジタル放送へ

の移行、ケーブルテレビ事業についての啓発を行っていく予定としております。 

 現在、本市が整備している地域情報通信基盤整備については、来年７月にアナログ放送

停波を迎えるに当たり、できるだけ早い時期にサービスを開始する予定であり、難視聴地

域における地上デジタル放送の視聴が可能となる施策ではありますが、地上デジタル放送

移行に伴う難視聴対策及び国のチューナー支援の対象とならない世帯に対する支援等につ

きましては、全国市長会において、現在、国に対して要望しているところであり、本市と

しても引き続き要望を行ってまいりたいと考えております。 

 次に、本市の地域情報通信基盤整備事業につきましては、事業を推進する方式として、

市が施設を整備し、運営、経営は民間事業者が行うものでありますことから、施設整備に

関しては市の責任において推進していくものであります。 
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 事業運営に関しましては、一定には民間事業者の責任において運営されるものでありま

すが、施設の所有者である市も事業者と密接に連携をとり、円滑な事業推進が図られるよ

う取り組んでまいりたいと考えております。 

 この基盤整備の設置場所等につきましては、ヘッドエンドについては、竹原消防署庁舎

２階の旧竹原広域行政組合事務室内の面積約１３０平方メートルを予定しており、その他

の施設については、現在行っている詳細設計の中で運用上より効果のよい施設となるよう

精査をしているところであります。また、株式会社たけはらケーブルネットワークの所在

地につきましては、竹原市中央二丁目４番３号であります。 

 次に、採算がとれる加入率の設定等につきましては３５％から４０％と考えており、本

市としてもこの数値に達することを目標に、できるだけ多くの加入者を得られるよう積極

的な加入活動促進の支援に努めることとしており、運営事業者においても５０％以上の加

入を目標と定め、継続的に加入者増加の取り組みを行うこととしております。 

 加入金、工事費、月額の利用料金などのサービス利用料等は事業運営のかなめとなるも

のであり、加入率に大きな影響を及ぼすことから、近々開催を予定しております説明会、

加入促進等の取り組みに向けて、住民の皆様へ周知を図られるよう早急にサービス利用料

等を定めることを運営事業者に依頼しているところであり、また、公設民営の事業である

ことからも、利用者にとって加入しやすい料金体系となるよう求めているところでありま

す。 

 次に、工期等につきましては、今回の基盤整備事業については国からの交付金事業であ

ることから、本年度末には当該事業に対する実績報告が求められることとなります。当

然、工期内に事業を完了することが大前提であり、現在、事業者とともに工期内完了に向

け、関係事務に鋭意取り組んでいるところであります。 

 また、市のチェック体制につきましては、工事完了に向けて効率よく市と関連業者で役

割分担しながら作業を進めることができるよう、意思統一と作業の円滑化を図る観点か

ら、詳細設計及び工事施工監理ともにプロジェクトとして計画的に事業進行が行われるよ

う体制整備に努めているところであります。 

 現在、詳細設計を行っており、工事業者は今後決定するものでありますが、基本的には

関連する項目別に報告、連絡、調整の場としての会議を設定することにより情報の共有に

努め、全体工程の進捗に関して関係者の意思統一がされ、また、問題、課題等への十分な

審議を行える体制づくりを目標としているところであります。 
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 次に、工事の発注につきましては、基本的な考えとしては、これまでと同様に、市内で

可能なものについては市内業者への発注を行うという方針に変更はありません。 

 業者の選定に当たっては、竹原市建設工事指名競争入札参加資格及び指名選考等に関す

る規程に定める選定基準等に基づき適切に対応するものであり、仮に市外業者への発注と

なった場合、受注者に対しては、当該工事の施工に際して主要資材の購入、またはやむを

得ず工事の一部を第三者に請け負わせるとする場合には、極力市内に主たる本店、営業所

を有する業者に発注することを特記仕様書に明記することにより対応をお願いしてまいり

たいと考えております。 

 次に、国有地、里道の管理責任についての御質問でありますが、道路法や河川法、その

他特別法の適用がない法定外公共用財産である里道、水路等に関する位置づけにつきまし

ては、地方分権推進計画の中で平成１７年度より本市へ譲与を受けているものでありま

す。 

 １点目、２点目につきましては、住民からの相談があり、掘削されていることについて

は把握しておりますが、官民境界が明確になっていないことから、その特定ができており

ません。今後、境界の確定を早急に行い、適正な維持管理に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、３点目につきましては、山林の掘削現場近くの作業事務所は、現在、所管の広島

県西部建設事務所による現地調査及び建物所有者の呼び出しによる事情聴取を行い、行政

指導を行っていると聞いております。 

 また、４点目、５点目につきましては、先ほど申し上げましたとおり、官民境界が明確

になっていない現時点においては、具体的にお答えすることができない状況であります。 

 いずれにいたしましても、境界の確定を早急に行い、適正な維持管理に努めてまいりた

いと考えておりますので、御理解のほどよろしくお願いいたします。 

 次に、ＪＲ竹原駅のエレベーター設置についての御質問でありますが、本市は年々人口

が減少し続ける一方で、少子・高齢化が急速に進んでおり、今後、さらに少子・高齢化が

進むことが予測されている中、すべての市民が安全で自由に行動し社会参加できるよう、

公共施設や交通など、高齢者や障害者の方々が利用しやすい環境整備に努める必要がある

ものと考えております。 

 国においても、平成１８年１２月に高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律、いわゆるバリアフリー新法が施行され、公共交通機関、建築物、公共施設などの一
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体的、総合的なバリアフリー化を推進することとされたところであり、鉄道駅におけるエ

レベーターの設置などバリアフリー化設備の整備については、鉄道事業者、国及び地方公

共団体がそれぞれ３分の１ずつ負担する補助制度が設けられております。 

 しかし、この制度の対象事業者となる西日本旅客鉄道株式会社においては、１日当たり

の乗降客が５，０００人以上の駅について優先的にエレベーター、またはエスカレーター

を整備していく方針としているところ、平成２０年度における竹原駅の１日当たりの乗降

客は約２，４００人となっており、ここ数年間は減少傾向にあります。 

 なお、西日本旅客鉄道株式会社からは、竹原駅にエレベーターを設置するとした場合、

駅舎本体及び跨線橋などの改修が必要であり、安全対策や耐震化など大幅な改修の可能性

もあることから、一概に幾らかかるとは言いがたいと聞いております。 

 本市といたしましては、高齢者や障害者の方々を初め、すべての市民が安全で自由に行

動し社会参加できる人に優しいまちづくりを推進するとの観点から、竹原駅のバリアフリ

ー化について、エレベーターの設置だけではなく、スロープの設置や駅舎ホームの改修な

ど、他のＪＲ駅の事例も参考としながら、これまで同様に住民や関係自治体と連携し、西

日本旅客鉄道株式会社や国等に対して働きかけを行ってまいりたいと考えております。 

 以上、答弁といたします。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） それでは、地上デジタル放送の対応についてから再質問をしま

す。 

 壇上で申し上げたように、来年７月２４日以降はアナログ波が停止となって、全面デジ

タル移行ということが報道されております。そこで、確認を含めて再質問したいのは、来

年７月以降、地上デジタル放送になった場合、難視聴地域は、先ほどの答弁を合わせると

１，６００世帯になるのかなというふうに思いますので、１，６００世帯が来年７月以

降、電波が届かないといいますか、地上デジタル放送が見れないという地域に該当するの

かという確認をまずしておきたいのと、その難視聴地域はどうするか、対策について伺い

ました。１つは、光ケーブル事業での接続を検討しているということだったと思うんです

ね。そこで、費用負担が大きな問題で、費用負担の問題も質問しておりますけれども、現

在ではまだ明らかにできないといいますか、答弁がありませんでした。 

 そこで、この難視聴地域の光ケーブル事業に対する弱者対策といいますかね、私はそこ

を生活保護基準に準ずるような弱者世帯の方に対する支援措置が要るんではないかという
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ことをお聞きしておきたいというふうに思います。 

 それと、その弱者対策にかかわりますけれども、先ほど今度はこの地上デジタル放送の

電波が届く視聴可能地域での受信機の普及、見れる状態のことをお尋ねしました。数とし

てははっきり把握されていないということでありましたけれども、私が消費者協会の報

告、これは一つのアンケートみたいな報告ですから、竹原市の実態がそうだとははっきり

言えませんけれども、まだ４割の方が地デジを見れる対応ができていないというのがこの

消費者協会の報告ですよね。 

 私が言いたいのは、電波が届く地域での受信機、アンテナの機械を設置しなくてはいけ

ない、この人が４割もまだされていない。それで、要するに生活保護世帯、低所得者世帯

が１割おって、この新しい機械をつけるのが大変大きな負担になるということでの、私は

こういった受信機やチューナーやアンテナ等の弱者に対する支援策が要るんではないかと

いうことについて、光ケーブルとちょっと関連しますけれども、市がどうお考えなのかと

いうことをまずお聞きしたいんですね。 

 それから──じゃ、まずこれから。 

議長（小坂智徳君） 情報化推進室長、答弁。 

情報化推進室長（平田康宏君） まず、１点目の地上デジタル放送が見れなくなるという

ことでございますが、冒頭市長が答弁申し上げましたとおり、アナログ放送が受信でき

ず、デジタル放送も受信できない地域と、アナログ放送は受信できるが、地上デジタル放

送が受信できない地域があるということでございます。難視聴地域世帯につきましては、

先ほど議員もおっしゃられましたとおり１，６００世帯ということでございますが、この

うち、ＮＨＫの共聴施設等加入世帯につきましては５６４世帯、自主共聴施設組合等加入

世帯につきましては約１，０００世帯ということで、合計約１，６００世帯というもので

ございます。議員おっしゃられたとおり、この地域につきましては方策等を起こさなけれ

ば地上デジタル放送が受信できない地域ということであります。 

 次に、２点目でございますが、光ケーブル事業、弱者対策ということでございますの

で、３点目の視聴可能地域での受信局、アンテナ等の設置に伴います弱者の支援というこ

とでございますが、こちらも市長答弁申し上げましたとおり、国のチューナー支援の対象

とならない世帯に対する支援等につきましては、現在、全国市長会において要望している

ところでありますし、これは従前から全国の自治体からも要望があっておりますので、引

き続き要望を行ってまいりたいと考えております。 
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 以上でございます。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） 市長会の要望もぜひお願いしたいと。私は独自に市として、要す

るに自主的に自分ができる人はいいんですけれども、やっぱりＮＨＫという公共的な放送

ですから、すべての人がひとしくテレビを見れるといいますかね、逆に言えばテレビを見

る権利といいますか、そこをやっぱり行政として、国が弱者対策はとっているんだけれど

も、それではやっぱり極めて不十分じゃないかということから市独自の対策が要るんでは

ないかという提案なもんですから、まだあと１年余りありますから、ぜひそこの対応をし

ていただきたいと。 

 それから２つ目は、情報基盤整備事業について、これも難視聴とのかかわりも先ほど答

弁がありました。そこで、光ケーブル、情報通信基盤整備事業について質問しますけれど

も、１つは、公設民営ということで、主要な施設を含めて市がきちっと整備して、運営事

業者たけはらケーブルネットに事業を任せるという大枠ですけれども、公設民営でどこま

で市が責任を持つかということにかかわって、私は具体的に施設の場所と位置を概略お尋

ねしたんですね。 

 そこで、ヘッドエンド、機械設備とかいう専門的な用語らしいんですが、ヘッドエンド

については消防署の２階、約４０坪ぐらいを対応するということでありました。あと、た

けはらネットの本店ですよね。この本店は今、住所で調べますと、そこの私の近くのふれ

あい館の住所と同じであります。たけはらふれあい館と同じですね。ですから、具体的に

私が聞いているのは、主要な施設の中で市が責任を持つという中に入っていなければ、株

式会社そのもの、独自で責任でやっているんだということも含めてお答え願いたいと思う

んですが、たけはらネット本店がこのふれあい館のどこに、そういった広さはどうなのか

ということを確認しておきたい。 

 それから、この主要な施策には、いろいろサブセンターというのが２カ所設置を計画さ

れているというふうに伺っておりますので、荘野とか床浦ですね。この２カ所の柱は変更

ないのかどうかということも伺っておきたいと。その広さ、場所をお答えいただきたい。 

 それから、あとは受信スタジオとか、そういった現在わかっている範囲で場所と広さに

ついても、主要な設備についての場所と広さをお答え願いたいと。 

 それから２つ目は、採算、加入率、この光ケーブルに加入する率と採算の問題でお尋ね

しました。市の答弁は、加入世帯３５％から４０％の世帯の加入率を見込まれているとい
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う答弁がありましたですね。 

 私がちょっとそこが気になったのは、私の資料が間違いなら、それで訂正していただき

たいと思うんですが、たけはらネットさんの施設方針をちょっと読ませていただくと、２

５％の加入を見込まれていると。３，２５０世帯になります。どこを対象とするかという

と、先ほど言った電波が届かない１，６００世帯のうちの１，４００世帯かもしれません

が、電波が届かないところ、難視聴地域を１，４００世帯加入を見込まれていると。あと

は事業の説明会を全域にやって１，８５０世帯ですか、ということで、全部で３，２５０

世帯の加入率、１万３，０００世帯の２５％を加入世帯でやっていくということで、市の

説明と初めからスタート時点で採算が合わないというように大変心配するので、端的に質

問したいのは、市が公設民営で責任を持つということですから、採算ベースは合わないで

スタートするよと、そこは市が責任持って負担をしますよということなのかどうかを端的

にお答え願いたい。 

 それから、作業のおくれということについては余り説明がなかったと思うんですが、一

番心配なのは、北広島町の工事のおくれということが報道されて、本来国が入ってくる、

先ほども報告がありましたけれども、１５億円余りの事業になりますから、相当大きな額

で、ほとんど国からの交付金でやると。市債もやって交付税措置ということがありました

けれども、ほとんど国からの措置でこの情報基盤を整備するんだということでありますか

ら、北広島町の工事のおくれは分析されているのかどうかわかりませんけれども、要する

におくれて、４億円近い国からの補助がおりんなってきた。要するに基金から持ち出した

ということですよね。 

 ですから、私は決意として、これから来年の４月１日から受信できるような体制をとろ

うと思ったら、やっぱり相当きついんではないかなということで、どうも北広島町のよう

な工事のおくれで国からの交付税がカットされるような事態というのはどうしてもやっぱ

り心配するんですね。ですから、そういった北広島町のような工事のおくれは絶対に出さ

ないと。こういった取り組みをしているから、松本、そういうことは絶対心配するなとい

うことだけを再確認しておきたいというふうに思うんですね。 

 以上で。 

議長（小坂智徳君） 情報化推進室長、答弁。 

情報化推進室長（平田康宏君） まず、１点目のたけはらケーブルネットワークの所在地

ということでございまして、議員おっしゃられたとおり、中央二丁目４番３号、たけはら
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ふれあい館でございますが、効率よく作業をする上で、現在、竹原商工会議所、また旧中

四国フェリー事務所を総務課の情報化推進室分室として関係者が詰めて作業できる場所と

して使用しておりまして、現実的には、たけはらふれあい館の中では作業は実施しており

ません。 

 次に、サブセンターとスタジオにつきましても、現在、詳細設計の中で場所等を精査し

ておりまして、その点も順次作業によりまして決定するということでございます。 

 続きまして、加入率の件でございますが、２５％ということと３５％から４０％の差と

いうことでございますが、この２５％につきましては、議員おっしゃられましたように、

たけはらケーブルネットワークが、これは有線テレビジョン放送の許可申請の際もこの２

５％ということで加入見込みがされております。しかしながら、住民説明会等を継続して

開催しながら加入営業に全力を挙げられまして、加入率を上げられるような促進活動を行

いまして、５０％以上の加入を目標といたしまして加入者増加の取り組みを行うとされて

おるものであります。 

 ３５％から４０％と申しますのは、２５％でも最低限の収支ということでございます

が、３５％から４０％でよりよい収支を上げるということで掲げております。 

 作業のおくれにつきましてでございますが、新聞報道等でも他団体の例がございまし

た。工事のおくれの原因等を伺いましたところ、詳細については現在調査中というところ

でございました。本市におきましても、今後の事業の進捗に当たりまして、当然時間を要

する事項として想定されるものもございますので、関係機関との報告、連絡、調整を十分

図っていきながら事業進捗を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） １つは、主たる施設の位置ですけれども、サブセンターの２カ所

はこれは間違いないですよね。場所とか規模とかいうのは変更があるにしてもですね。サ

ブセンターの２カ所の位置は変わらないんでしょう。これだけちょっと１つ確認しておき

たいのと、それから１つは、採算の問題ですね。ちょっと答弁が、私が聞いたのは、市の

採算ベースは何ぼかと、加入率は何ぼかと。そしたら、３５％から４０％だというのは明

確に今答弁がありましたよね。たけはらネットさんが申請のときの採算ベースは２５％と

やっておられるんですよね。だから、私はどっちがほんまかどうかわからんけれども、市

の考えは最低３５％加入がないとだめだと。しかし、ネットさんのほうは２５％でやるん
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だということの違いがあるから、厳しい状況は今だれが考えてもわかると思うんですよ

ね。この竹原市域の今民間がやっておられる光ケーブルの加入率は２０％余りでしょう。

だから、そういったところから考えても２５％いくのか、最低３５％は必要だという考え

か。市のほうは３５％はあると。端的に言えば、そこまでいかんかった場合は、来年７月

は停波というのが決められて工程表でやっておられるわけでしょうからね。だから、３

５％なり採算ベースでやらないと、市の持ち出しになったら大変だと私は思っているわけ

ですけれども、率直に言えば市が責任を持つわけだから、赤字であろうが何があろうが、

市が責任持って負担するよということだけはあなたはっきりしておかんと、あとは市民が

どうするかというのは別の問題としてね。 

 だから、３５％の採算ベース、ネットさんは２５％でいく、その差の分は明らかに私は

赤字になるんじゃないかと。そこは市が責任持つのかということをもう一回明確にお答え

願いたいと。 

 それから、気になるのは工事のおくれなんですよね。だから、今の工事のおくれなんか

も、本来は４月１日からは工事契約でスタートしなくてはいけない、そういった工程表が

最初にありましたですね。だから、それがまだ今、４月になって工事を始める、そういっ

た段階から今まだ始まっていないわけですからね。７月に入札ということですから、３カ

月もそのくらいもおくれている。だから、このおくれは北広島町のようなことにはならな

いのかということを心配しているわけです。例えば、いろんな人に聞きますと、光ケーブ

ルネットを張るのに電柱がやっぱり１万本ぐらいあると。その申請なんかはきちっとやら

ないと許可してやらないと。北広島町はそこであったわけでしょう、おくれが。申請がお

りるだろうと見越して事業者が勝手に──勝手にというか、許可がおりていないのにやっ

た。しかし、ＮＴＴなんかはそれは許可していないよと、だから、どけなさいということ

で別の配線やっておくれたわけでしょう。だから、そういった申請の分はきちっと、８，

０００本、１万本というのは私も申請が一遍にできるのかと思ったら、そうはいかないら

しいですからね。大変な状況があって、だから、そこは北広島町のようなおくれは来さな

いような対策をとっているよと。私は技術的には全部わからないから余り言わないけど、

さっき聞いたわかった範囲では１万本近くの電柱の許可申請が要ると。これはやっぱり手

続するのに相当かかるということがあるからね、それが北広島町のおくれの原因だった

と。だから、そのことは二度と繰り返したらいけんということで対策をきちっとこういう

ふうにやっているから、北広島町のようなおくれは絶対来さないと、交付税がもらえんよ
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うなことは絶対起こさんというのは、きちっと明確に答えてくださいよ。どうですか。 

議長（小坂智徳君） 情報化推進室長、答弁。 

情報化推進室長（平田康宏君） まず、１点目がサブセンター等についての施設でござい

ますが、サブセンターにつきましては、現在、センター施設だけで可能なことも含めまし

て詳細設計の中で検討されておりまして、必要に応じては、サブセンターは設置の必要が

ないかもしれないということでございます。 

 加入率につきましては、申しわけありません、ちょっと説明不足がございましたが、２

５％と申しますのは、議員おっしゃられたように、難視聴地域の対象世帯の加入の取り込

みを行うとともに、商工会議所の委員総会等を始めまして、ケーブルテレビ事業内容説明

会の実施の中で半数以上の賛同を得られて、そういった状況から最低限の加入見込みとい

うことで３，２５０世帯の加入を見込まれたというところでございます。３５％から４

０％と申しますのは、事業収支等で見積もった場合に３５％から４０％というのが採算が

とれるところということで、この数値の目標にということで掲げたものでございます。 

 北広島町の例がございましたが、工事のおくれでございますが、今回の事業は２１年度

事業ということで、途中、国の経済危機対策等から始まった事業でございますが、当然、

繰り越しということでございまして、もう再繰り越しはできない事業でございます。議員

おっしゃられたとおり、電柱の許可申請等、時間を要する事項として予想されますので、

その点は十分関係機関と調整を図りながら進めてまいりたいと考えています。 

 以上でございます。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） 今、サブネットの２カ所を私が確認したのは、何でそこまで確認

したかというと、この１５億円近い普通の──大体概算を出すわけですよね。そこでやっ

ぱり一番中心になるセンターとかサブセンターとか、そこらはやっぱり中心的な分で竹原

市内の光ケーブルの配線をした場合を含めて１５億円近くのいろんな事業がかかるよと。

だから、核のサブセンターがなくて、１カ所でもできるような返事が今あったもんで、大

変そこは気になると思うんですよね。だから、逆に今度は１５億円を大幅に削減できるの

かどうかをちょっと再質問でしておきたいと。 

 それから、加入率の問題というのは、端的に言えば、たけはらネットさんは２５％、市

のほうの採算ベースは３５％じゃないですか、何回聞いても。だから、その差の分は赤字

だと、そこは市が責任持つのかと。持たざるを得ないですよというのでは、持ちますよと
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いうのはきちっと明確に答弁しておかにゃいけんですよ。ええか悪いかは、それは批判を

受けにゃしようがないけどね。その差は今の計画ではそうなっておるわけだから、２５％

はネットさんがやる、あと３５％は最低ラインの採算ベースだと。差が１０％もあるわけ

ですからね。だから、そこは赤字が出るというのは、だれが見ても心配するのは当然じゃ

ないですか。市が責任あるということなら、市が責任持つということでしょう。そこを明

確にしていただきたいということであります。 

 それから、もう一回加入費用のことでちょっと確認しておきたいのは、いろいろ調べま

したらやっぱり加入費や工事費や月額視聴料、例えば、尾道さんのケーブルネットを調べ

たら約８万円ぐらい。視聴料は別として、加入金５万２，５００円、引き込み線工事が１

万５，７５０円、宅内工事費が１万円、約８万円近くかかっているわけですね。これは尾

道さんの分ですけど。 

 それで、これは工事費だけで、視聴料はまた３，６７５円月額かかっているということ

で、やっぱり相当負担がかかるなというのが率直な意見なので、尾道さんは約８万円だけ

れども、竹原市の場合はほとんど市が公設でやるわけですからね。極端に言ったら、無料

というのはちょっとどうかわからんけれども、１万円、２万円で最低限でもやるとか、民

間業者なんかは今から先に申し込みやったらゼロ円ですとかといってやるじゃないです

か。だから、そういったいろんな加入率を上げるための手法はあるんでしょうけれども、

少なくともさっき言った加入金、引き込み線工事、宅内工事が約８万円というのは尾道の

例だけれども、これよりやっぱり４万円、最低、１００％出資してやるわけだから、公設

でやるわけだから、こんなに高いことはあり得んと思うんですけれども、せめてどのくら

い今考えておられるのかね。説明会がもうじきあるんでしょうけれども、そこは考え方と

して、尾道みたいな８万円というのはあり得ないよと。１万円、２万円、そこの決定はま

だもう少しかかる。いつまでかを今ちょっと聞きたいんだけれども、その加入金、工事

費、そこらはどのくらい大体今試算されているのかということをちょっとお聞きしたい。 

議長（小坂智徳君） 情報化推進室長、答弁。 

情報化推進室長（平田康宏君） まず、サブセンターでございますが、仮にサブセンター

が必要ないとなった場合におきましても、そのサブセンターに設置することになっており

ます機器につきましては、センターのほうに移動か別の場所に移動となりますので、経費

的にはさほどの減にはならないという見込みでございます。 

 加入率につきましては、繰り返しの答弁になりますが、２５％と申しますのは、ケーブ
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ルさんが有テレ申請の際等に出されたものでございまして、そこの赤字の部分をどうする

かということでございますが、実際、最初の資本金等の借入金等もケーブルさんはござい

ますが、その辺の収支のやりくり等々、十分調整されながら行われていることも含めまし

て総合的に２５％ということを出されているということでございます。 

 加入費用等につきましては、利用者にとって加入しやすい料金体系となるということは

当然求めているところでございまして、たけはらケーブルさんにおきましても、現在その

点、サービス利用料ということで現在検討されておりまして、早急に定めるということで

作業を進められているということでございます。料金につきましては、近隣、他団体等と

比較しましても著しく高くならないようになるというのは当然でございますので、その

点、御理解よろしくお願いいたします。 

議長（小坂智徳君） 質問者の意図とするのは、一番大事な２５％、あるいは３５％、差

が１０％ある。そして、このまま進むと、赤になったとき市のほうは負担をするんではな

かろうか、それが一番大きいポイントだと思うんですが、答弁できれば答弁をいただきた

いと思います。 

 総務部長。 

総務部長（今榮敏彦君） 市長が御答弁申し上げましたとおりの経営側の事情もございま

す。最終的に、じゃ、赤字が出たときに行政がそれを負担していくのかという御質問であ

ろうかと思いますが、もちろん公設ではありながら経営そのものは民間で運営をされると

いうことでございますので、当然その相手方が安定経営を目指して加入促進を図るという

のが大前提でございます。 

 その上で、当初、現時点の説明において２５％、または３５％等の数値を今推計見込み

でお話をさせていただいておりますが、いずれにいたしましても、加入促進につきまして

は、当然、運営事業者、または公設で行うということになりますと、竹原市側も相当な支

援をする中で安定経営につながるような取り組みを進めていくということでございますの

で、その点、御理解をいただきたいというふうに思います。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） 採算ベースのところが、今、市内の光ネット、民間業者のやって

いるのが対象に対して２割余りですよね。だから、私はあえて今心配するわけですよね。

民間業者は２５％、竹原市は３５％が採算ラインだと。だから、必ず赤字が出るというの

は目に見えているでしょう。だから、経営はやっぱりネットに任すよと。加入金を上げれ
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ば、ますます今度は行き詰まるじゃないですか。加入率が減るじゃないですか。だから、

大変なことになるということでは、市のほうがきちっと市が責任を持つんだという担保は

やっぱりしておかなくちゃいけないですよ。１０億円も使ってつくるんだけれども、赤字

になって１年で廃止したよということになっていいんですか。それこそ大変なことじゃな

いですかね。ですから、やっぱりきちっと市が経営責任──経営責任は民間のネットなん

でしょうけれども、そこが行き詰まらんような支援をやっぱりきちっと市のほうとして考

えておかなくてはいけないというふうに思います。 

 それと、そことの加入率の関係で私が言ったのは、著しく高くなるというようなことを

質問しているわけじゃないんですよ。竹原市の場合は公設で１００％整備するじゃないか

と。さっき言った尾道の分の例は８万円ぐらい加入金とか引き込み線なんかかかっている

よと。こんなに高かったら加入したくてもできないじゃないかということを言いたいわけ

ですよね。ですから、１００％市がほとんど公設でやるんだから、極端に言ったら、私が

大ざっぱに言うとしたら、無料にしてもええぐらいよね、極端に言うたらね。無料にし

て、ぜひ加入率を上げる、みんなに見ていただくというぐらいの決断はやっぱり要るんじ

ゃないですかね。そこはどうですか。 

議長（小坂智徳君） 総務部長、答弁。 

総務部長（今榮敏彦君） もちろん加入促進に当たりましては、安価な料金というものが

当然ニーズとしてはあるわけでございまして、この間の議員の御質問の中でも御指摘をい

ただいてきたところでございます。経営、運営をされるたけはらケーブルさんのほうで収

支見込みを立てる中で、いかに加入促進を図るための月額の使用料金、または加入時に必

要な、さきの全協等でも御説明を申し上げましたけれども、引き込み料等の金額はどの程

度が一番竹原市民の皆様にとってニーズに見合う金額であるかについて今検討をしている

ということで室長が御説明申し上げさせていただいたところでございます。ここも含めま

して、近々事業者のほうが精査をされましてお示しをいただけるというふうなことで今現

在調整をしているところでございますので、決まり次第、早々にたけはらケーブル側も含

め、竹原市のほうからも広く皆様にお示しをさせていただきたいというふうに考えており

ますので、よろしくお願いをいたします。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） ちょっと次の質問がありますから、加入率にかかわる工事費や加

入金等、私はやっぱり市が１００％やるんだから、たけはらネットさんをきちっと指導し
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て、端的には加入金はもう無料でいいというぐらいの思い切った発想でやっぱり対応しな

いと、さっき言ったような赤字が出るのは目に見えていると。１年でどうもならんから廃

止するということはできないじゃないですか、１０億円も使ってから。だから、やっぱり

今のうちに対策をきちっととって加入率を上げるような知恵と工夫は要るということだけ

は申し上げておきたい。 

 それから、次の質問に入ります。 

 次は、国有地、里道の管理について質問をいたしております。端的に言えば、私の質問

にはほとんど答えてくれていないなということが大変残念な思いですけれども、ちょっと

再質問になりますが、里道の管理は市が責任があるというのは間違いないのかということ

を改めて確認したいのと、ここの現状を見てみますと、今、官民の境界がどうだこうだ言

われたけれども、適正な管理に努めるというけれども、地権者からしたら、勝手に掘削さ

れて里道の原形もないような状態ですよね。ですから、再質問としては、里道は市が管理

責任があるというのは間違いないのかということを確認したいのと、少なくとも今の段階

では里道の原状復旧という立場で考える必要があると私は思いますけれども、その２点を

ちょっとどうですか。 

議長（小坂智徳君） 建設課長、答弁。 

建設課長（柏本浩明君） ここで言う里道の管理の責任についてでございますが、答弁書

のとおり、市に間違いありません。 

 次の原状回復ということでございますが、これについては不法行為が判明した場合の措

置でございますが、これは市長の先ほどの答弁でも繰り返し申し上げていますように、境

界立会を実施した上で事実確認を行い、不法行為をした者と協議を行い、原状回復、また

は機能回復──原状回復が基本でございますが、行政指導と適正な維持管理に努めていく

というものであります。 

 以上です。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） 里道の管理責任という、市が責任があるということでありまし

た。 

 それと次の質問は、採石を採取する許認可はどこに責任がありますか。 

議長（小坂智徳君） 建設課長。 

建設課長（柏本浩明君） 採石の許認可でございますが、これは採石法の第３２条、第３
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３条、登録については県知事、あと採取計画の認可等には市というふうな役割分担といい

ますか、県と連携をとりながら実施しているところであります。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） 採石法に基づいたら、登録事務は県にあるけれども、採取する許

認可は市にあるのは明確でしょう。今答えられたとおりですよね。それで、ここの例の、

地番もさっき言いました。ここの私が今質問している、私は地権者には無断で勝手にやっ

ておるじゃないかというふうに私はさっき壇上で言いましたけれども、ここの採石にかか

わる許可はいつ竹原市としては出したのかというのを答えてください。 

議長（小坂智徳君） 建設課長。 

建設課長（柏本浩明君） 市のほうが許可したという事実はございません。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） 市が許可せんとに勝手にやっておるということですか。だった

ら、違法じゃないですか。私が登録業もないけれども、私が勝手にそこの採石をとってや

っておるのと一緒なんですよ。これはだれが考えても違法じゃないんですか。そういう認

識はありますか。許可は出していないなら違法でしょう。 

議長（小坂智徳君） 建設課長。 

建設課長（柏本浩明君） 採石法で言うところの違法性といいますか、採石法には抵触い

たします。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） 違法な状態をいつから市は放置しているんですか。 

議長（小坂智徳君） 建設課長。 

建設課長（柏本浩明君） 今回、５月の中旬に本人から相談がありまして、このような状

況というのは本人さんが相談に来られたときであります。 

              （１１番松本 進君「本人て、だれ」と呼ぶ） 

議長（小坂智徳君） 建設課長、本人とはだれかというのを。 

建設課長（柏本浩明君） 相談者でございます。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） 本来、採取にかかわっては許可が必要だと。しかし、市は許可は

出していないと。だから、今の現状は違法状態をやっているというのは間違いないです

ね。 
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議長（小坂智徳君） 建設課長。 

建設課長（柏本浩明君） 採石法には抵触いたします。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） それと、もう１つ確認したいのは、採石法では違法な状態でとい

うのは明確に言われた。そういった違法な状態のここの採石の土を公共事業に使われたと

いうのは、あなたは調査して事実をつかんでおられますか。 

議長（小坂智徳君） 都市整備課長。 

都市整備課長（有本圭司君） 公共事業につきましては、建設副産物の処分の減量と再資

源としての有効利用を促進するということで、そういった観点から再生土というのを指定

して使用しておりますので、その点、御理解をよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

議長（小坂智徳君） 会議の都合により、午後１時まで休憩いたします。 

              午前１１時４０分 休憩 

              午後 １時００分 再開 

議長（小坂智徳君） 休憩を閉じて会議を再開いたします。 

 午前中に引き続き松本進君の一般質問を行います。 

 建設産業部長、答弁。 

建設産業部長（谷岡 亨君） 午前中のところでちょっと切れて大変申しわけなかったん

ですが、まず、掘削土が公共工事に使用されているかどうかというふうな御質問、いわゆ

る土地所有者の許可を得ていない掘削土が使用されているんではないかという御質問があ

ったと思いますが、これにつきましては、利用等のところでも御答弁させていただいたと

おり、境界が確認されていないということで、早急に境界確認を行うなど、事実確認をま

ず行ってからということでございます。 

 それから、一定の要件の岩石等の掘削につきましては、これは採石法に基づいて登録で

ありますとか認可とかということが行われることになっておりますが、本件につきまして

は、当該事業者から事情聴取したところ無許可で行っている事実が判明したもので、これ

につきまして、県と市がこの事業者に対しまして、２次災害が起こる可能性があるという

ことで、それを防止するための防災工事と改善を指示したところでございます。その過程

におきまして、今回、土地所有者のほうから承諾を得ないで掘削をしているとの相談をこ

の５月中旬に受けまして、現地を確認させていただいたというものでございます。 
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 今後におきましては、採石法に基づいて関係者の事情聴取を行い、早急に事実の確認を

させていただいて、県と協議をする中で適正かつ厳正に対応してまいりたいと考えており

ますので、何とぞ御理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） 時間が余りないみたいなんで。 

 この違法な状況の土地が、真砂土が使われているかどうかということを私は質問しまし

た。だから、ちょっともう一回確認しておきたいのは、再生土がどうだこうだというのを

私は質問しているわけじゃなくて、現実にこういった違法状態で掘削された土が、例え

ば、新開土地区画整理事業とか、そういった公共事業に使われていないのかどうかという

のを聞いたわけですよね。だから、違法な土地を公共事業に使ったのかという質問をして

おるわけだから、使ってありませんというのを明言してくださいよね。そのことを確認し

ますよ。だから、確認して、違法な状態の土地は公共事業には使っていないと、そこはあ

なたも明言できるはずだから、ぜひしていただきたいと。境界がどうのこうの言っておる

んじゃないですよ。 

 それが１つと、それから、相談を受けて５月に現地に行ったということが今言われまし

た。私、この間の経過をいろいろ聞きましたけれども、県からこういう掘削、採石法にか

かわる権限移譲が平成１９年４月にされて、今度は市のほうが先ほど答弁があったような

採石法に関する、採石採取に関する許認可の事業を引き継いだと。それから、平成２０年

８月には、この業者に市として指導をしたというふうに私は聞いています。それが事実で

ないなら事実でないというふうにちゃんとあなたは私が質問しておるんだから答えてくれ

にゃいけん。だから、県から１９年４月に権限が竹原市に移譲されて、それ以降も平成２

０年８月には市のほうがこの業者に対して指導したということでありますから、３年も４

年も違法状態を何で市は放置しておるんかと。だから、その事実がそうなら、８月に市は

指導したと言うたら、そこでもう知っておるわけだからね。さっきことしの５月に相談を

受けて知ったという話じゃない。 

 ですから、８月に職員が指導したということは、その時点でもう知っておるはずですか

ら、それが事実でないなら事実でありませんということをぴしっと答えていただきたい

し、違法状態を３年も４年も市は知っておって何でここまで放置してきたんかと、だれが

責任をとるんかということだけはきちっとやっぱり答弁していただきたいというのが２点

目であります。 
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 それから３点目は、明らかにさっき採石法に違反すると。端的に言えば、違反する業者

は竹原市が責任持って告発すべきだということを私は提言したけれども、どうなのかと、

そのことについてどうなのかと。きのうきょうわかったんじゃない。もう３年も４年もわ

かっておってね、違法状態をこれ以上放置したらいかんと、竹原市は。無法状態になるじ

ゃろう。だから、私は率直に言って告発すべきだということについて市の答弁を求めた

い。 

 それから４点目としては、２次災害の防止云々というのがありました。じゃ、その原因

責任者に里道の原状回復、先ほどあったように違法な状態なら原状回復させるというのが

大原則だと思うんですね。だから、あるいは今だれが見ても、あそこはがばっと削って里

道も土もないですよ。だから、防災工事というんですかね、災害が起きないような事態と

か、それは急遽対応する必要があるんでしょうけれども、これも３年も４年ほっておくと

いうのは許せんよ、だれが見ても。だから、いつまでにやるんか、やらすんかということ

だけはこの場で、きちっと公の場で明言していただきたいということであります。どうで

しょう。 

議長（小坂智徳君） 建設産業部長、答弁。 

建設産業部長（谷岡 亨君） 最初の掘削土の公共工事への使用という件でございますけ

ど、公共工事におきましては、掘削した土をそのまま使うということは今やっておりませ

ん。今、建設副産物等で出ました残土等、あるいはそういったものを…… 

              （１１番松本 進君「議長、私が質問したのは再生土に関

してだけじゃないんです。あそこの削った土地がどう

か」と呼ぶ） 

議長（小坂智徳君） 建設産業部長、勘違いだったらいかんのですが、１１番議員がおっ

しゃっておられるのは、現在のあそこの山の掘削をした分を公共工事等々へ使用をしてい

ないですか、その確認をはっきりしていただきたいという意味です。 

建設産業部長（谷岡 亨君） その確認は、先ほども申し上げておりますとおり、用地と

民地、あるいは里道等の境界等が確認をできておりませんという中で、事実確認ができま

せんので、そこは使用しているかどうかについては、ちょっと今お答えすることができな

いということでございます。 

              （１１番松本 進君「何を言ようるんかね、あなたらは。

きのうきょう知っておるわけじゃないんだろうが。３年
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前も４年前も事実は知っておった……」と呼ぶ） 

議長（小坂智徳君） 答弁続けてください。 

建設産業部長（谷岡 亨君） それから、２０年８月に当該事業者を指導したかどうかと

いう御質問でございますが、指導はいたしております。 

 それから、今後の対応でございますけど、議員おっしゃるとおり、基本的にはこういっ

た場合は原状回復するのが原則となっております。しかしながら、かなり状況から言いま

すと原状回復というのは難しいというような場合に機能回復というような方法もございま

す。基本的にはそういう考え方でやるということでございます。そこらにつきましては、

やはり県と市と十分協議をさせていただくと。そして、状況をしっかり事実確認させてい

ただく中で、適切かつ厳正に対応させていただきたいというふうに考えておりますので、

何とぞよろしくお願いいたします。 

議長（小坂智徳君） １１番。 

１１番（松本 進君） 今、部長答弁があったようにね、平成２０年８月にはもう指導を

しておるということですよね。だから、要するに土砂採石法の手続はなしに勝手にやって

おる、それは違法だというのはあなたも今認められる。だから、私はいつからというのを

壇上で最初聞いたときは５月からというようなことを言うけれども、そうじゃなくて、平

成２０年８月にはもう事実関係もあなた方は把握しておるわけでしょう。何で今まで放置

しておるんかということなんよね。違法状態を放置しておったあなた方も同罪じゃないで

すか、悪い言い方すれば。この責任をだれがとるんですか。これで、ここできちっとけじ

めつけんかったらね、だれが勝手に──違法状態やってもしようがないよとあなたは認め

るんですか。そんなことは法治国家として許されるはずがないよね。だから、平成８年に

少なくとも知っておったんなら何で今まで放置しておったんかいね。その責任はだれがと

るんですか、じゃ。そのことを明確にあなたは答えにゃいけんよ、ぴしっと。 

 それと、私は真砂土が、再生土がいうのは、再生土をどうのこうの言っているんじゃな

い。だれが見ても、あそこは里道の境界の分、里道があることは間違いないわけよ、だれ

が見ても。境界の確定はまだしていないか知らんけどね。しかし、境界の確定はしていな

いけれども、そこの土が違法な状態で掘削されている。それが新開土地区画整理事業の公

共事業に使われているおそれはないのかと。再生土がどうのこうの言っておるわけじゃな

い。違法な状態でとった分を市の公共事業でとったら、その業者はもう市の仕事をさせち

ゃいかんということを言いたいんよ、逆に言うたら。そこはぴしっとルールがあってね、
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そのルールをぴしっと守ってもらわにゃいけん。守らん業者はどうするかというのは、当

然やっぱり、さっき言った告発するんですか、答えておらんじゃないですか。 

 もう一回聞くけれども、真砂土が違法状態で、違法状態の真砂土が新開土地区画整理事

業に使われていないのかどうかと、そこだけをもう一回あなたはこの公の場で言いなさい

や。 

 それと、２年前の８月にもう知っておった。それを指導した。２年間放置してきた責任

はだれがどうとるんですか、それが２つ目。 

 ３つ目は、違法状態の場合は、きのうきょうわかったんじゃない。３年も４年も県も指

導した、あなた方も指導している。それに従わなかった違法状態をこれ以上放置するんか

どうか、告発すべきじゃないか、それについてはどうなんですか。これは部長でなしに市

長か副市長が答えにゃいけんよ、ちゃっと。これ以上、違法状態を放置したらどうなるん

ですか、竹原市は。それで、原状回復というのはいつまでにさせるんかというぐらいの指

導をきちっとしなさいや。ここで、公の場で明らかにしてくださいや。相手はもう２年も

３年も放置しておるんじゃから。いつまでにさせると、そこらを明言してください。 

議長（小坂智徳君） 副市長、答弁。 

副市長（三好晶伸君） 本件につきましては、まず土地の所有者、これは市も民地もござ

います。この許可を得ていない状況の中で掘削工事がなされたということと、いわゆる採

石法という法律に基づき施工されなければならないことについて無許可で工事がなされて

いたということ、さらにはまた、そういった状況の中で掘削した土砂を他の工事へ転用し

ておるんじゃないかという疑惑、いろんなお話がございます。その点については、違法性

のあることについては大変私としても重く受けとめております。今までの長きにわたって

の事務手続等についてのおくれ、これらについても反省すべきところは多分にございま

す。 

 したがいまして、先ほど御答弁申し上げているように、今後においては、こういったま

ず事実を確認いたします。そして、この事実の中で、法律でいえば採石法ということにな

ると思います。この採石法に基づいて関係者からのいろんな事情聴取を行います。早急に

その事実の確認をして、県と協議しながら適切かつ厳正に厳しく対応してまいりたいとい

うことで御理解をいただきたいと思います。 

議長（小坂智徳君） １１番、最後になります。 

１１番（松本 進君） あと二、三分しかないからね。 
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 法に基づいて厳格にやっぱり対応すべきだと。私は告発の分も含めて、あとは一刻も早

く原状回復させるということだけは繰り返し指摘しておきたいと。 

 それで、あともうちょっとしかないから、最後のＪＲの分で、質問で終わるようになる

かと思いますが、このＪＲの駅のエレベーター設置の問題、これはさっき言った公共交

通、その検討会議でいろいろ検討されてきた結果であって、大変残念なのは、私が俗っぽ

い言い方をするからだけれども、あそこの跨線橋のエレベーターをね、要る場合は古い

し、耐震性とか安全性の問題があるというのがいろいろあって幾らお金がかかるかわから

んということで、結果としてはエレベーターを設置しないというような結論が出されてい

ます。 

 しかし、いろんな人に聞いても、あそこの跨線橋を渡る──今の状況では跨線橋を渡っ

て電車に乗りおりしなくてはいけないという面では、大きなやっぱり障害になっているの

は間違いないんでね、私は市長にエレベーター設置を決断すべきだということを前にもし

ましたし、今回も質問しました。その検討をまず第一にやってもらいたいのと、そこが無

理というような言い方もされているので、それはエレベーター設置にかわる、要するに跨

線橋を通らないで乗降できるといったらホームの改修しかないと思うんですが、ちょっと

そこらのイメージが私もまだ勉強不足でね、エレベーター設置をできないというんなら、

それにかわるバリアフリー、これはホームとか改修になるんかもしれませんけど、それを

いつまでに、目途にやっていくんかということだけをちょっと最後に質問しておきたいと

いうふうに思います。 

議長（小坂智徳君） 企画政策課長、答弁。 

企画政策課長（豊田義政君） 御答弁申し上げます。 

 市長からも御答弁させていただきましたように、すべての市民が安全で自由に行動し社

会参加できる人に優しいまちづくりを推進するという観点から、竹原駅のバリアフリー化

については、エレベーターの設置だけではなく、スロープの設置とか駅舎の改修とか、他

の駅の事例も含めまして、今後、公共交通の連携計画等にも書かれてございますので、協

議会などでも検討してまいりたいということでございまして、ちょっと今の段階で時期を

明確にというところまでは申し上げられませんけれども、検討をしてまいりたいと考えて

おります。 

議長（小坂智徳君） 以上をもって松本進君の一般質問を終結いたします。 

 質問順位２番、道法知江さんの登壇を許します。 
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２番（道法知江君） 平成２２年６月第２回定例会、一般質問を行います。公明党の道法

知江です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 １、がん対策と子宮頸がん予防ワクチン。 

 長野県軽井沢町では、２０歳以上の全女性に乳がん、子宮頸がんの無料検診を継続して

実施しています。その検診の受診者が３．７倍に増加しました。受診者の数がふえたの

は、やはり検診無料クーポンと検診手帳を発行して具体的に目に見える形にしたからだと

佐藤雅義町長は言われています。 

 日本は世界有数のがん大国である反面、国民の命を守るがん対策はいまだに後進国で

す。がん対策の柱の一つであるがん検診について、がん対策基本計画では２０１１年度ま

でに受診率を５０％以上にという大きな目標を掲げています。その一環として、女性特有

の乳がん、子宮頸がんの検診率を上げるため、昨年、第１次補正予算に２１６億円が計上

されました。しかし、一方で鳩山前政権が編成した今年度予算では、無料クーポン事業費

は約３分の１の７６億円に減額されました。事業の継続には自治体負担が必要となりまし

たが、事業を継続させる自治体は何と９６．７％になります。 

 現在では、がんは早期に発見すれば治らない病気ではなくなってきています。しかも、

子宮頸がんは予防できるがんであり、その対策が全国各地で大きく前進しています。 

 昨年１０月に厚生労働省がワクチンを承認し、１２月には発売がスタートしました。新

年度に入ると全国各地で子宮頸がんワクチンの接種が始まったというニュースも相次ぎま

した。ワクチン助成と検診のセットで子宮頸がんの発症自体をゼロに近づける取り組みが

全国で加速しています。 

 以上の観点から、本市のさらなるがん対策への取り組みに期待をし、お伺いいたしま

す。 

 １、昨年度からのがん検診無料クーポン事業取り組みの成果について。 

 ２、受診率５０％を目指した新年度の無料クーポン事業の取り組み。 

 ３、肺、胃、大腸、前立腺がんなどの検診率向上に向けた取り組み。 

 ４、子宮頸がんワクチンの公費助成への取り組み。 

 以上の点をお伺いいたします。 

 ２、豊かな学校生活のための現状と課題。 

 （１）生徒を守る心のケア。 

 すべての市町で乳幼児健診時に子供の発達の状況を確認していますが、変化する子供の
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成長段階で、的確に、早期に発達障害を見きわめるのは大変困難な状況です。家庭では気

がつかなくても集団の中で問題が顕在化することもあるので、保健師、保育士、教師な

ど、家庭の外で子供と日常的に接している現場スタッフの意識、知識、技術のさらなる向

上が求められています。 

 発達障害の子供がふえていると聞きますが、実態を教えてください。幼少期から周囲と

なじめないまま成人し、その過程でさまざまなストレスや周囲の無理解で将来への不安を

抱えたまま苦しむケースがあります。そのままひきこもり、働く年齢になっても社会に出

られず、夢や希望を失っている若者もふえています。学校の中でも、障害ではないけれど

も、常に倦怠感を持っている子、行動に目が離せない子がふえていると思います。事務作

業が膨大で、先生方は本当に大変です。 

 １、一番大切な子供と向き合う時間が割けられていませんか。２、それぞれの学校で養

護教諭の先生を初め、生徒指導は円滑に行き届いていますか。３、学校で対応できない複

雑化、多様化するいじめ、不登校等の教育問題について教育相談はきちんと対応ができて

いますか。 

 保護者から心の相談員常任の要望があります。生徒数が多い学校では５００名近くの生

徒の心と体のケアを養護教諭一人で抱えている実態があります。思春期でもあるこの時

期、心と体のバランスがうまくコントロールできず不調を訴えたり、家庭環境も含め、問

題を起こす生徒もいます。話を聞いてほしい、自分を見ていてほしいと保健室にたびたび

訪れる生徒も多くいます。生徒の心の相談員が常任し、生徒の心のケアに従事してもらえ

ば救われる生徒も必ずふえてくると思われますが、どのようにお考えでしょうか、お伺い

いたします。 

 （２）給食センター開始準備。 

 ９月から調理業務を開始する学校給食がスタートいたします。センターが稼働するに当

たり、各学校での準備はどのように進んでいますか。 

 ３、大久野島毒ガス障害者救護と平和への発信。 

 アメリカのオバマ大統領が昨年４月にチェコの首都プラハで核兵器のない世界を目指す

と演説。核廃絶を求める新しい機運が世界に高まっています。すべての国が核兵器なき世

界を追求する。アメリカ・ニューヨークで、ＮＰＴ核拡散防止条約再検討会議で５月２８

日、最終文書採択で閉幕しました。新聞各紙が取り上げたのは日本政府の対応です。日本

が被爆国としての存在感を十分に示さなかった。４１の賛同国を集めて軍縮教育の必要性
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を訴える共同声明を発表したが、鳩山由紀夫元首相や岡田克也外相、閣僚の出席がなかっ

た。一部の非保有国の努力が実を結ぶ中、唯一の被爆国の姿勢は諸外国にどう映ったか。

高齢化する被爆者は核のない世界をみずからの目で確認することを切に願っています。 

 平和と人権、大久野島から平和と環境を考える会の代表、山内さんの言葉がホームペー

ジに載っていました。山内さんに了解のもと、紹介いたします。 

 「第二次世界大戦中、日本が毒ガスを使用したことを知っていますか。日本陸軍は大久

野島で、１９２９年から１９４４年まで１５年間、毒ガスを製造し、戦争で使用し、たく

さんの外国人を死傷させました。毒ガス兵器は、１９１９年のベルサイユ条約、１９２５

年のジュネーブ協定などで、使用禁止を約束した兵器でした。にもかかわらず、日本は国

際条約に違反して大久野島で秘かに毒ガスを製造し、戦争で使用しました。特に中国で、

大量に使用し、多くの中国人を死傷させました。この国際条約違反の戦争犯罪は、本来な

ら、東京裁判で裁かれなければならないのに、アメリカの政治戦略により、訴状にのせら

れず、闇に葬られました。そのため、日本軍の毒ガス犯罪は日本政府によって、国民に知

らされることなく現在にいたっています。しかも、敗戦時、日本軍が、証拠隠滅のため

に、中国に捨てて帰った大量の遺棄毒ガスが、現在でも、平和に暮らしている中国の人た

ちを死傷させています。闇に葬られてきた、日本の戦争加害の歴史を学びに大久野島に来

てください。」と結ばれています。 

 過去の負の遺産を正しく学ぶことが平和な社会実現の一歩となります。今なお毒ガス援

護を受けておられない方がいます。県内はもとより、県外へ移転された方への救済はどの

ようにされているのかお伺いいたします。 

 当時就労されていた方々は８０歳を超えられます。救済のため、障害者援護を受けてい

る方は当時従事されていた方の人数に対してどれくらいの方になりますか。市内にお住ま

いの方は何人おられますか。県外にいらっしゃる方で指定病院まで通えない場合はどのよ

うに対応されていますか。 

 指定医療機関が証明する月ごとの申請が必要であること。５年ごとに更新手続をするよ

うに国は要請していますが、病院へ行くのがやっとの高齢者の方々にとって余りにも不親

切な対応と思われますが、このことについてどのように思われますか、お考えをお聞きい

たします。 

 世界は核廃絶に向かっています。平和への発信を不幸にも国策として戦争加害の竹原市

より平和な社会実現のために核廃絶へ向けて積極的に向かう必要があると思いますが、い
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かがお考えでしょうか。 

 生存されている方、無念にもお亡くなりになられた方に対しても、その思いを後世に伝

える必要があると思います。竹原市より全国に平和の心を発信されるお考えはあります

か。 

 平和原点の地、広島と竹原より世界へ大きくアピールするべきだと考えますが、市長の

御所見をお伺いいたします。 

議長（小坂智徳君） 順次答弁願います。 

 市長、答弁。 

市長（小坂政司君） 道法議員の質問にお答えをいたします。 

 ２点目については教育長がお答えをいたします。 

 まず、１点目の御質問についてでありますが、がんによる死亡者を減少させるために

は、がん検診の受診率を向上させ、がんを早期に発見することが極めて重要と考えており

ます。特に、女性特有のがんに関しては、検診受診率が低いことや未来への投資につなが

る子育て支援となることから、特に受診率の向上に努めなければならないと考えておりま

す。 

 昨年度からのがん検診無料クーポン事業の取り組みの成果につきましては、子宮頸がん

検診に係る健康診査等受診率は平成２０年度１０．７％、平成２１年度１２．７％で、そ

のうちクーポン対象者数７４５人のうち受診者数は１９０人で、受診率は２５．５％とな

っております。乳がん検診に係る健康診査等受診率は平成２０年度１１．７％、平成２１

年度１４．４％で、そのうちクーポン対象者数１，０１９人のうち受診者数は３６３人

で、受診率３５．６２％となっております。 

 また、受診者からは無料クーポン券が送付されたことにより、「背中を押してもらい受

診する機会になり、よかった」「検診について意識するようになった」「検診で所見があ

り、受けてよかった」「これを機会に今後も検診を受けようと思う」などの声をいただい

ております。引き続き受診の機会を後押しし、受診率の向上を図り、早期発見、治療に結

びつけたいと考えております。 

 次に、受診率５０％を目指した新年度の無料クーポン事業の取り組みにつきましては、

ここ２年間実施してきた乳がん講演会に加え、今年度は子宮がん講演会の開催を計画して

おり、このほか健康まつりや健康教育、健康相談事業等で意識啓発を図り、広く検診の受

診を呼びかけるほか、昨年度、末受診者への受診勧奨として効果のあった個人あて通知を
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実施したいと考えております。 

 次に、肺、胃、大腸、前立腺がんなどの受診率向上に向けた取り組みにつきましては、

がんは発見されたときの大きさや深達度等によって治療後の５年生存率に差が生じるとさ

れており、病状がないままに進行するがんを早期に発見するには定期的にがん検診を受診

することが最も重要であることから、市民一人一人ががんをより身近なものとしてとら

え、がん検診の重要性について意識が高まるよう普及啓発に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 本年４月に広島県では、こうした取り組みを推進する組織として、県内の行政、医療関

係者、医療保険者、民間企業、ＮＰＯ法人などのさまざまな立場の団体で構成する「がん

検診へ行こうよ」推進会議を設立されており、５月には広島県がん検診推進に関する協定

が県と民間企業等との間で締結されており、本市においても、近々にこの協定を締結する

予定であります。これにより、全県的な取り組みとあわせて広報やチラシの全戸配布な

ど、市民の意識啓発や受診勧奨など、がん検診の推進に取り組むこととしております。 

 次に、子宮頸がんワクチンの公費助成への取り組みにつきましては、一部自治体で実施

されていることは承知しているところですが、広島県内の市町は未実施であり、広島県は

現在進められている厚生科学審議会の予防接種部会等で、予防接種法の対象となる疾病ワ

クチンの検討の結果や予防接種推進専門協議会等の提言など、国の動向を踏まえた上で検

討するという見解であります。本市では、子宮頸がんワクチンの公費助成について、他市

町の実施状況も踏まえながら慎重に調査検討したいと考えております。 

 次に、３点目の御質問についてでありますが、毒ガス障害者援護事務につきましては、

国からの委託を受け、広島県が事務を行っております。 

 毒ガス製造当時、最盛期には六千数百名の方が製造に従事されていたと言われておりま

す。平成２２年３月３１日現在で、広島県被爆者対策課が集計した資料によりますと、毒

ガス障害者健康管理手帳所持者数は全国で２，９０１名、広島県内１，３６５名、竹原市

６８７名となっております。 

 広島県被爆者対策課において、広島県ホームページにより、また、制度改正等があった

場合には「援護のしおり」を作成し、その周知が図られているところであります。県外在

住者においても、被爆者対策課データにより住所が確認できる方に対しては「援護のしお

り」を郵送しております。 

 県外在住者で、その県の指定病院まで通えない方の場合には、随時相談を受け、指定病
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院通院外の申立書を提出していただき、近くの病院で通院できるよう病院に対し広島県よ

り連絡され、受診していただいております。 

 毒ガス障害者健康管理手当受給者には、５年ごとの更新申請の際に診断書の提出が義務

づけられております。国の見解によりますと、更新時現在での病状の確認、また受給者自

身の健康管理のため必要とのことであり、この点に関しましては、広島県も更新制度の撤

廃を国へ要望されているところであります。 

 本市といたしましても、事務局を担当しております大久野島毒ガス障害者対策連絡協議

会の要望活動を通じ、更新制度の撤廃を国や県に要望いたしております。 

 戦後６５年を経過し、毒ガス障害者の高齢化が進む中、今後も引き続き広島県と連携

し、毒ガス障害者援護施策推進のため取り組んでまいります。 

 次に、核兵器の廃絶については、オバマ大統領の昨年４月のプラハでの演説を機に、核

をめぐる国際情勢が転換期を迎え、また、本年５月には核拡散防止条約再検討会議が開か

れ、核軍縮の進展や核不拡散体制の強化を促す行動計画を盛り込んだ最終合意文書を採択

するなど、核兵器廃絶に向けた機運と期待は世界的に高まっているものと認識しておりま

す。 

 原爆被爆都市広島、長崎がその体験に基づいて長年にわたって訴え続けている核兵器の

廃絶は、今や世界の多くの都市で唱えられ、その輪が大きく広がりつつある状況にかんが

み、平和市長会議へ加盟している本市といたしましても、加盟する都市とのより緊密な連

帯を図ることによって、核兵器廃絶の市民意識を国際的な規模で喚起し、核のない世界の

実現に向け、歩調を合わせ取り組んでまいりたいと考えております。 

 本市は、国民の保養地である休暇村大久野島に砲台跡、発電所、毒ガス貯蔵庫など、往

時をしのばせる遺跡とともに、毒ガス製造の悲惨さを訴え、恒久平和を希求し、発信する

拠点施設として、昭和６３年に大久野島毒ガス資料館を建設いたしました。毎年多くの市

民や修学旅行生を初めとした来訪者を迎え、平和への願いを訴え続けておりますが、この

歴史を風化させることなく後世に伝える責務を再認識し、昭和６０年３月の非核平和都市

宣言とともに、平和で安全な社会の実現へのメッセージを今後とも市民とともに広く発信

してまいりたいと考えております。 

 以上、私からの答弁といたします。 

議長（小坂智徳君） 教育長、答弁。 

教育長（前原直樹君） ２点目につきましてお答えいたします。 
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 子供の障害を早期に発見し、個々のニーズに応じて適切に対応することは大変重要なこ

とと認識して特別支援教育を推進しているところであります。 

 初めに、障害のある子供の増加傾向の有無にかかわり、竹原市内の状況についてお答え

いたします。 

 例年実施されている特別支援教育相談委員会で審議される児童・生徒、すなわち何らか

の障害があると考えられるために学校生活や学習の支援の方法を検討される児童・生徒

は、平成１８年度には３２名でしたが、平成２２年度は５２名となり、約６０％増加して

おります。このうち、特別支援学級に在籍することとなった者は、平成１８年度は１７名

でしたが、平成２２年度は２８名です。特別支援学級の設置数も平成１８年度は９学級で

したが、平成２２年度は１６学級となっております。 

 広島県全体を見ましても、特別支援学級在籍者数は平成１８年度２，４８３名であった

ものが、平成２２年度は３，５４７名となり、約４０％増加しております。特別支援学級

の設置数も、平成１８年度は９９９学級から平成２２年度は１，１６２学級と毎年約５０

学級ずつ増加している状況であります。 

 竹原市教育委員会は、このような状況に対応すべく、教職員の指導力向上を図るために

市独自で特別支援教育研修会を年３回開催し、管理職研修会でも連続講座を設けて研修機

会の充実に努めるとともに、関係機関の専門家による各学校への巡回相談を昨年度は１８

回実施するなど、積極的に展開しております。子供の育ちと学びを校長を中心とした学校

総体で組織的に支援する体制づくりに取り組んでいるところでございます。 

 広島県教育委員会においては、本年度から特別支援教育室が特別支援教育課と改めら

れ、特別支援教育の一層の充実を図る重点的な施策が実施されております。県が主催する

特別支援教育コーディネーター養成研修や広島県立教育センターの主催する専門研修講座

も数や内容が充実されてきており、本市の教職員も積極的に参加しております。 

 また、本市においては、介助を必要とする児童・生徒への介助員の配置についても増加

の傾向にありますが、これまで特別支援教育相談委員会の答申を尊重し、保護者の願いに

応じる形で配置してまいりました。教育委員会としましても、今後も引き続き介助員の適

切な配置に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、不登校等の教育問題に対する教育相談の対応についてお答えいたします。 

 学校ではさまざまな児童・生徒が学習しており、一人一人の性格、能力、家庭的な背景

などは個々さまざまであります。特に、多感な思春期を迎える子供たちはさまざまな悩み
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や不安を抱えて登校してまいります。 

 まず、こうした子供たちに接する教職員が多忙化して十分に向き合うことができないの

ではないかという御指摘ですが、学校現場の多忙化が言われる中でも、各学校は児童・生

徒と向き合う時間を確保するために懸命に取り組んでおります。その一端を紹介します

と、授業では少人数指導など指導法の工夫改善を行い、児童・生徒一人一人と個別に対面

する場面をふやしております。生活場面でも、小学校では大休憩にクラスの児童と教職員

が一緒になって遊ぶ日を定期的に設けたり、縦割りグループに教職員がまじって遊ぶ機会

を設けたりしております。中学校では昼食時間を利用した個人面談や生活の記録ノートで

メッセージの交換を行うなど、きめ細かな取り組みを工夫しております。あわせて、市や

県の教育委員会は教職員の事務量の軽減に取り組んでいるところでございます。 

 次に、各学校での生徒指導状況についてでありますが、本市の各学校においては、生徒

指導主事を中心に組織的な取り組みを行い、問題行動の未然防止はもとより、児童・生徒

の生徒指導上の課題から目をそらすことなく、積極的な取り組みを行っております。しか

しながら、いじめや暴力行為、不登校といった問題は市内でも発生しており、昨年度は暴

力行為について小学校で４件、中学校で２７件報告されております。不登校では小学校２

件、中学校３５件が報告されております。教育委員会では各学校との連携を密にとりなが

ら、個別の対応について指導助言を行い、各校をサポートしております。 

 また、いじめ、不登校等への教育相談についてでありますが、基本的には学級担任がこ

れらの問題に精力的に取り組んでいるところでありますが、養護教諭や生徒指導主事が中

心となって相談委員会等を運営し、組織的な対応を図っております。 

 加えて、市内の教育相談員や県から措置されておりますスクールカウンセラーを活用

し、専門的な立場からの対応にも取り組んでおります。昨年度は県から措置された２名の

スクールカウンセラーが合計１０３日ほど市内の中学校で相談業務に従事しております。

その活用状況は、全体で延べ人数５３１名の利用があり、その主な相談内容は、発達上の

問題１２１件、友人関係９２件、不登校４２件、親子、家族関係３７件、教職員との関係

２７件、学業、進路関係２５件といったものであります。 

 今後も引き続き教職員一人一人のカウンセリングマインドの涵養を図るとともに、スク

ールカウンセラー等の専門家との連携を図る中で、教育相談体制の充実に努めてまいりま

す。 

 次に、これらの状況をかんがみて、心の相談員を常駐させてはどうかという御提言をい
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ただきました。議員の御指摘のとおり、多くの生徒を抱える中学校では１人の養護教諭が

大勢の生徒の心と体のケアに取り組んでいる状況であります。怠学傾向にある生徒や集団

に位置づけない生徒も含めて、多くの生徒が話を聞いてほしい、自分を見てほしいと保健

室をたびたび訪れ、養護教諭の指導を受けることも多く、養護教諭の負担は大変大きいも

のと把握しております。 

 現在、市内では県から生徒指導研究推進校の指定を受けた中学校が生徒指導加配を１名

いただいて学校生活の充実と生徒の心のケアを図るべく取り組んでおりますが、竹原市教

育委員会としましても、児童・生徒の心のケアを図り、一人一人が健やかに過ごせる教育

環境をつくるために関係機関との連携のもとに独自の取り組みができないものか検討して

まいります。 

 次に、新給食センター稼働に伴う各学校での準備についての御質問でございます。 

 配ぜん室などの受け入れ施設につきましては、現在、受配校である６つの小・中学校を

除いた学校の整備に取り組んでおります。竹原小学校及び竹原中学校における配ぜん室等

の改修は既に実施し、竹原西小学校については当分の間、空き教室で対応し、耐震改修工

事にあわせ整備することとしております。吉名中学校については現行施設で対応でき、忠

海中学校はプラットホームを新設したところでございます。 

 ソフト面につきましては、新給食センター移行に伴う事務処理の変更や安全対策、食に

関する指導については手引を作成し、校長会や各学校を訪問して説明を行っておるところ

でございます。 

 また、５月２７日に開催した第１回竹原市学校給食センター運営委員会においても、各

学校長並びに保護者代表である運営委員の皆様に学校給食、食育などへの理解を深めてい

ただいたところでございます。 

 このたび、新たに給食を開始する３中学校については、事前指導を行うことはもちろ

ん、給食開始後も栄養教諭や学校栄養職員等による学校訪問など、きめ細かに対応し、努

めてまいる所存でございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議長（小坂智徳君） ２番。 

２番（道法知江君） それでは、再質問を行わさせていただきます。 

 質問の順位のとおりに私は再質問を行ってまいりたいと思います。 

 まず一番最初に、無料クーポン券の対象者なんですが、昨年の７月に、実は全国でもト
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ップクラスで無料クーポン、乳がん、子宮頸がんのクーポン券を行っていただきました。

これは全国でもトップクラスというふうになっております。それで、その結果を踏まえて

アンケート調査を行っている。このアンケート調査が前回の３月の定例議会のときには、

受診されなかった方に対してアンケート調査を行っているというふうに御答弁いただきま

した。先ほどのアンケートのお声、受診者からは無料クーポン券が送付されたことにより

という、このアンケートというのは受診されなかった方に対してのアンケート調査になっ

ているんでしょうか、どうでしょうか。まず１点、そこをお伺いしたいと思います。 

 それと、がん検診、乳がん検診、子宮頸がんの検診なんですけれども、５歳刻みの年齢

の対象者ですので、本来ならば５年間の継続が必要ではないかというふうに思います。 

 長野県軽井沢町の町長さん、佐藤町長さんが早期発見で予防、医療費の抑制につながる

んだということで、早速取りかかって、ずっと取りかかっているという例を見させていた

だきました。何とその受診者が３．７倍にも増加していると。国のほうからは５０％以上

を目指せと言われています。こういったことを踏まえて竹原市としては、がん検診も再び

継続していこうと、そういったお考えになるのかどうか。数字の上では、たった１年間ぐ

らいで本当に受診者がふえております。１０％、１１％と言っていたところが２５．５％

とか、そのようにクーポンを使った方に対しても３５．６２％とか非常にふえている。こ

の数字に基づいてのお考えをまずお聞きしたいと思います。 

 国の動向を見ながら検討していくと一方で言われながら、だけれども、乳がん検診、子

宮頸がんの検診に関しては全国トップクラスでいち早くさせていただいた。これってどう

いう意味なのかなと。国の動向を見ながら検討していくと言いながら、そうは言っても打

つべきときはぱっと手を打つということもあります。試算をするべきではないかと私は思

うんですけれども、試算をされているんでしょうか。もし乳がんにかかったとき、子宮が

んにかかったときのことを考えると、この無料クーポンを使ったり、無料で検診を受ける

ことによって、その負ですよね、財源というのがどのくらい無駄になるのか。むしろ逆に

検診を受けることによって、どれだけの方のとうとい命を助けることになり早期発見につ

ながる、プラスになるのか。数字の上でも、計算上でも試算するべきだと思うんですが、

このこともお伺いしたいと思います。 

 それと、受診率５０％を目指すというのは国のほうの施策として、これは自治体だけの

問題ではないというふうに言われております。当然のことながら企業アクションも広げて

いこうと。例えば、職域がん検診とか、女性の場合ですと土曜日、日曜日とか女性専用の
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検診とか、推進する企業、パートナー企業を募集しようとか、企業、団体が登録して職

域、すべての企業ががん検診に対して積極的に前向きにやっていこうじゃないかというこ

とをやはり両方しないと、自治体だけではこの５０％というのは目指せないのではない

か、そのことも踏まえてお聞きしたいと思います。 

議長（小坂智徳君） 順次答弁願います。 

 市民健康課長。 

市民健康課長（森野隆典君） まず、１点目の受診された方へのアンケートの中身が、こ

れは受診した方の中身になっているんじゃないかという御指摘でございますが、３月に行

いましたアンケートというのは、受診をしていない方に対して受診を催促するためのアン

ケートをとったということでございますが、その中から実際に受診された方も含めまし

て、その結果を取りまとめたものが今回御答弁の中でも紹介させていただいております受

診をされた方の声ということで、これはクーポンを利用したことによって受診率が、従来

の検診よりもクーポンを利用することによってさらに受診の機会がふえたということをア

ピールさせていただくために例示として引用させていただきました。 

 続きまして、５０％を目指したがん検診ということでございますが、これにつきまして

は、引き続き検診率の上昇とあわせまして、特に女性のがん検診につきましては、答弁の

中でも申し上げておりますとおり、未来への投資につながる子育て支援にも結びつくこと

ですから、特に、女性のがん検診の向上につきまして５０％を目指して取り組んでまいり

たいというふうに考えております。 

 また、これに向けた具体的な試算を行っておるかどうかということでございますが、具

体的な試算は行っておりませんが、がんの対応というのは、あくまで早期に発見して早期

に治療することが結果的には、がんが後ほど発症した段階で治療を受けることに比べまし

たら、当然に医療費全体から考えましても早期発見、早期治療というのは有効な手だてで

あるというふうに考えておりますので、引き続きこうした見解に立って早期の検診と定期

的な検診等を進めてまいりたいというふうに考えております。 

 また、これにつきまして、４点目の職域、あるいはそうした女性の、いわゆるがん検診

に向けた取り組みにつきましては、さまざまな形でがん検診をするように、また、総じて

健康対策に関心が向くような形で検診等の意識啓発等に努めてまいりたいというふうに考

えております。 

議長（小坂智徳君） ２番。 
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２番（道法知江君） 前回の３月定例議会では何か変わった言い方されるなと思っていま

した。受診されなかった方に対してのアンケート調査をするというふうに答えられたんで

すね。その結果、今回のことを見ると、本当に受診勧奨を進めるやり方としてどうなのか

なとちょっと疑問に思いましたので、質問をさせていただきました。 

 でも、広島県では、これはすべてのがんに対してなんですけれども、「がん検診へ行こ

うよ」推進会議を設立されて、本市においても、近々この協定を締結する予定だというふ

うに御答弁でいただいております。３月定例議会では私も私自身の質問の中で、がん対策

推進室のようなものを設置するべきではないでしょうかとお伺いいたしましたら、事務量

を勘案して、現在のところは考えていないというふうに答弁いただきました。たった４カ

月の間で、県が「がん検診へ行こうよ」推進会議を設置することによって、それじゃ、本

市においても協定を結んで、そちらの方向を向いていこうということなんでしょうか。 

議長（小坂智徳君） 市民健康課長。 

市民健康課長（森野隆典君） 「がん検診へ行こうよ」推進会議というのは、がんという

のがいわゆる全県的にがん検診によって、平成２２年４月２７日に設立されております。

これにつきましては、関係機関、企業等、また関係の市町とともに、いわゆるがん検診へ

向けて意識啓発なりを進めていくということで、当然市としましても、全面的にこれに賛

同して進めていくという方向でございます。 

議長（小坂智徳君） ２番。 

２番（道法知江君） ぜひですね、もしがんにかかって末期のがんになったときにどうな

るのかとか試算をしていただきたいなと思います。 

 やはり限られた財源の中で、どのように健康で明るい社会を産み育てて、そして、女性

の場合は本当に元気な明るいお母さんたち、そういった女性の健康を守っていくかという

ことを本当に試算するべきだと思うんですね。大事な大事な財源を預かっておりますの

で、試算をお願いしたいと思います。 

 だから、事務量勘案のためとか、そういった現在のところ考えていないとか、そういう

ことではなく、いろいろ県とか他市町とか、そういう状況を研究していただいて、しっか

りと、がん対策というのは、国民何人に１人ががんになると言われているか御存じです

か。 

議長（小坂智徳君） 市民健康課長。 

市民健康課長（森野隆典君） 具体的な数字というのは承知しておりませんが、死亡原因
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のトップに上がってくるものががんだというふうに考えております。 

議長（小坂智徳君） ２番。 

２番（道法知江君） ありがとうございます。３人に１人はがんになると言われておりま

す。私も最近なんですけれども、この５月に知り合いを、やっと３０代になった方、そし

て５０代の方と、そういう方が本当に竹原市内でも、私の本当にわずかな近くの方でもお

亡くなりになられている。お母さんが言っていたんですね、本当に検診を受けてほしい

と。ちょっと調子が悪かったらすぐにでも検診に行ってほしいと。継続して検診を受ける

ように、そういうことにならないかねというふうに叫ばれておりました。１人の死も無駄

にはしてはいけないというふうに思い、さらにがん検診、乳がん、子宮頸がんの検診をぜ

ひ推進していただきたいなと思います。 

 昨年ですよ、昨年の７月ぐらいに乳がん、子宮頸がんの検診が始まったんです。それ

で、たった１年間の間ですけれども、全国で９７％の市町がこの無料クーポンを使って子

宮頸がん、乳がん検診というのを行われているんだと。このスピードの速さ、これをぜひ

市民生活部の部長を中心に、がん対策というのを前向きに進めていっていただきたいなと

思います。 

 乳がん、子宮頸がん、女性にかかわるがんだけではなく、男性も胃がん、前立腺がんが

非常にふえておりますので、あわせてがん検診の推進に向けて対応していただきたいと思

います。 

 あと、ＨＰＶのことで質問させていただいております。年間に１万５，０００人の方が

罹患して、３，５００人が死亡する。若い方が非常にふえている。女性が圧倒的に若い罹

患者が急増している。死亡率も非常に高いということで、公明党は強く政府に迫り、つい

この間なんですけれども、参議院に向けて子宮頸がんのワクチンを公費助成できないかと

いうことで粘り強く進めております。何と北朝鮮と日本だけが予防ワクチンが受けられて

いなかったという実態を、いち早く昨年の１０月に猛スピードで承認されて、１２月には

販売が開始されたと。１２月に販売が開始されて、まだわずか半年もたたないこの現実

に、いろんな各地で補助制度が創設されております。一部自治体では公費助成が始まって

おります。例えば、山梨県では小学校６年生から中学３年生の女子を対象に接種者１人に

つき１万５，０００円を補助されております。茨城県の取手市、鹿児島県の長島町、出水

市、半額助成です。埼玉県の鴻巣市、中学１年、２年、３年生を対象にしています。埼玉

県川越市もそうです。都内初、江戸川区では中学生全員が対象で、全額助成です。２０歳
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女性も半額助成している。 

 ３回接種しないといけないということでもあります。４万８，０００円から５万円ぐら

いかかるというワクチンではございますが、答弁をいただきましたところ見ますと、他市

町の状況も踏まえながら慎重に調査検討したいと考えておりますというふうに今回の答弁

で言われているんですが、前回、私が３月議会で同じように子宮頸がんのことをお話しさ

せていただいたときの答弁なんですが、市長の答弁だったです。「がん対策は、今議員も

御指摘のように、非常に大変な死亡原因の大半を占めるわけでございます。とりわけ女性

における子宮頸がん等々の対策が今２番議員さんの御指摘のような効果のあるものでござ

いますので、十分そこらを認識しながら竹原市独自、あるいは市長会を通じて県あるいは

全国のそういった効果のあるものでございますので、全国的に展開できるようなことも

我々もしていかなければならないかというふうに思っております。今後十分検討をし実施

してまいりたいと思います」というふうに答弁いただいております。なのにもかかわら

ず、今回は慎重に調査検討したいと考えております。このぬるさというのはどういうこと

なんでしょうか、理解できません。 

議長（小坂智徳君） 市民健康課長。 

市民健康課長（森野隆典君） 子宮頸がんワクチンの接種ということでございますが、こ

れにつきましては、議員が先ほど御説明いただいたとおり、１０歳以上の女性を対象とし

て、もしこのワクチンを打てば７割以上が予防できるというふうに言われて、昨年の末に

認可されたわけでございますが、その後、この認可されたワクチンというものにつきまし

て、まだこのワクチンそのものにつきまして効果がこれ以上あったりするんじゃないかと

いうふうな情報もありまして、御答弁の中で申し上げておりますとおり、広島県が一応国

の子宮頸がんワクチンの位置づけというものを明確にされるというのが、この夏ぐらいを

目途に一応一定の結論が出されるというふうに情報を得ておりますので、私どもとしまし

ては、その情報を得た上で、県からもまたそうした情報を得ながら、これを実施すれば、

当然７割以上の女性がこれによって救われるという効果があるわけですから、国、あるい

は県のこのワクチンに対する有効性等につきまして、はっきりしたものを得た段階で、こ

こに調査検討というふうに書かせていただいておりますが、例えば、これを個別接種にす

るのか、あるいは学校単位で接種するのかというふうな、あるいは薬等をどういう形で医

療機関等に設置するか、これは当然、医師会とも相談せんといけん中身になっております

ので、このワクチンの有効性というのがもっと性格がはっきりしましたら、当然にこれに
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対して検討していきたいというふうに考えております。 

議長（小坂智徳君） ２番。 

２番（道法知江君） 部長にお伺いしたいんですけれども、今言われたように医師会です

よね。４月１５日にＨＰＶ、ヒブ、肺炎球菌ワクチンを市当局へ要望されているというふ

うに竹原市医師会の方が言われているんですけれども、この事実はありますか。 

議長（小坂智徳君） 市民生活部長、答弁。 

市民生活部長（中沖 明君） 医師会のほうからは確かにワクチンの接種について要望を

いただいております。 

議長（小坂智徳君） ２番。 

２番（道法知江君） 当然、集団接種になるといろいろと問題も、まだまだ検討していか

ないといけないことというのはたくさんあると思います。もしワクチンを打ったときの後

の対応とかというものも含めて、医師とか、そして消防署とか──もし何かあったときで

すよ。医師とか消防署とか、中央広域で考えている医療機関どうするのかということも、

当然、次の段階では検討するべきことではあるとは思いますけれども、本当にせっかく審

議して前向きに行こうとしたとき、またもとに戻ると。慎重を期すというのはよくわかる

んですが、全国でもどこでも皆さん一気にいっているような状況がどんどんニュースとか

新聞紙上でも出ておりますので、しっかり検討をしていただきたいなというふうに思いま

す。一人でも救われる命、若い人を絶対に死なせるようなことにならないように。 

 先ほど言いましたけれども、ＨＰＶだけでは１００％ではありません。７０％はＨＰＶ

の予防接種をしたという場合に関してです。それ以降、もちろん検診を含むということを

忘れないでいただきたいと思います。 

 余り時間ないですので、次に行きます。 

 ２番目の教育長の答弁のところで再質問を行いたいと思います。 

 特別支援教育相談委員会、これの構成、審議される方の構成をお聞きしたいと思いま

す。 

 それと、数字でよく出していただいたなというふうに感謝いたします。審議された児童

は、平成１８年で３２名だったところが、特別支援を必要とする人数が２２年で５２名に

ふえていると、そういったことをるる数字で出していただいております。いずれにして

も、６０％、１８年から２２年を比べても６０％が特別支援学級に在籍するという数字を

いただいております。残りの普通学級に行かれた２４名の方、この児童・生徒に関しては
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無事に学校生活を送っているのか、問題行動はないのか、その点をお伺いしたいと思いま

す。 

 それと、介助員の増加ということをお聞きしております。１人の児童・生徒に対して１

名というふうに考えてよろしいでしょうか。 

議長（小坂智徳君） 学校教育課長、答弁。 

教育委員会学校教育課長（亀井伸幸君） それでは、まず特別支援教育相談員の構成につ

いてでございます。 

 相談員というのは、確かに早期の障害の発見等、重要な立場、役割を担う者というふう

に考えております。経験や専門性を重視しながら人選に努めていく必要があります。竹原

市におきましては、特別支援教育相談委員会規則におきまして、次のように規定しており

ます。まず、市内小・中学校長及び特別支援学級担当教職員の中から本年度は校長各１

名、特別支援学級教諭４名を、そして竹原市医師会から２名、民生委員から１名、竹原市

家庭相談員から２名、竹原市福祉事務所長から１名、その他必要と認められる者というこ

とで、保健師等、関係のほうからお願いをしまして３名出ていただきまして、今年度１５

名の構成で臨んでおります。 

 次に、特別支援学級に位置づかず普通学級に進んだ子供について、安全に学校生活を送

れているのかという御指摘でございました。 

 現在、普通学級のほうでともに学習をしております。うち１５名につきましては、介助

員を措置しまして特に安全の配慮をしておるところでございます。 

 それから、介助員の増加についての御指摘です。１名につき１名の介助員なのかという

ことでございますが、障害の程度、あるいは子供の生活、学習の状況等に応じまして介助

員を配置しておりまして、基本的には１名につき１名の介助員になっておりますけれど

も、状況に応じて２名に対して１名の介助員で対応している学校もございます。 

 そういったようなところで進めておりますので、以上、御報告させていただきます。 

議長（小坂智徳君） ２番。 

２番（道法知江君） 生徒指導の状況についてお伺いしたいと思います。 

 生徒指導を中心に組織的な取り組みが本当にできているのかなと思うような感じがいた

します。問題行動の未然防止、生徒指導上の課題から目をそらさずに積極的な取り組みを

行っているというふうに答弁をいただいております。 

 報告が上がってくるというのは、あくまでも学校長の判断の報告だと思います。その一
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つ一つの学校の中で何が起きているのかということはやっぱり現場を見ないとわからない

なと思いまして、私は抜き打ちで直接ある学校に行かせていただきました。大休憩のとき

だったんですけれども──ああ、食事のときだったです。食事をされていました。食事を

されているときは各クラス、静かに食事をされているクラスもあれば、ざわざわざわめい

ているクラスもある。私語を全くしないクラスもあれば、お友達と会話をしながら食事を

しているクラスもある。クラスによって全然違うなというふうに感じました。 

 少し歩いていくと、上の上級生のクラス、男性のトイレに４人ぐらいずっと立って入り

口をふさいでいる。女子トイレにも同じように女の子たちがふさいでいるという状況だっ

たです。廊下を出ますと、廊下にはずっと座っているんですね。これはどうなっているの

かなと思いながら、一番大変な、いわゆる保健室のほうに行かせていただきました。保健

室に入りますとね、私たった３０分間ぐらいしかいなかったんですけれども、熱が出たと

いって１年生の男子２人が入ってきました。熱をはかったら１人の子は７度２分、１人の

子は７度９分だったですね。先生が７度２分の子に関しては１時間様子見ようねと言っ

て、１時間様子見るために担任の先生と連絡をとっていました。７度９分の子に関しては

保護者に連絡しようね、朝から熱があったんじゃないのと言いながら連絡をとっていまし

た。たまたまお母さんが連絡がついて、そのお子さんはすぐに迎えに来てくださったんで

すね。 

 それ以外にですね、何と３年生の男子が勝手に入ってきてソファーに座る、長いすにひ

っくり返る、ベッドに横たわる。もう２年生の女子がそこらじゅうの保健室の引き出しを

あけ出した。机にある資料を見出した。ずっと歩いてばっかりで、とまらないんです。う

ろうろしているんです。このたった３０分間の間で対応するのは先生１人です。保健室の

先生１人です。もう本当にくたくたなんですと。私の仕事は一体何なのかと思うときがあ

ると。本来ならば担任の先生たちがしっかりと入り口をキャッチしていただきながら、こ

の子には必要な保健室なのか、この子は自宅に帰すべきか、この子は何か心の問題を抱え

て保健室にやってきているのかと、そういう判断をするべきところが、全部保健室に、全

部保健室にという状態なんだと。私も本当にその３０分間の中で、これはたった１人では

対応し切れないだろうなというふうにすごく痛感いたしました。 

 今、心の病気を抱えている、家族のこととか兄弟のこと、友達のこと、勉強のことで問

題を抱えているお子さんが非常に多いんだなというふうに思いました。これでは到底、大

きな学校になれば４６０人、５００人近い学校で、たった１人の先生が対応し切れないと
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いう思いを本当に率直に感じました。問題行動の生徒の個別の指導をしっかりやっていた

だきたいな。数人ではあると思います。たくさんの人数ではないんですけれども、何かの

心の叫びだと思いますので、しっかりサポートをしていただきたいなというふうに思いま

す。 

 学校単位で送られてきた報告書、これだけをうのみにするのではなく、時折ですね、教

育委員会の方がちょろっと行っていただきながら学校をぜひ見ていただきたいなというふ

うに本当に思いました。 

 それと、生徒指導の援助の体制ということでちょっとお聞きしたいと思うんですけれど

も、例えば、心の相談員とかスクールソーシャルワーカー、メンタルアドバイザーとか心

の教育相談員とか、そういった方々は、もう１人とか、そういった方でついていただくよ

うな御支援をしていただける方、これはボランティアの方でもあると思うんですけれど

も、本当にそういう方をぜひ公募なりしていただきながら学校を守っていただきたいなと

いうふうに思っております。 

 竹とんぼの会とかママハウス、そして、あかねの会はＯＢの親たちが、卒業された親た

ちが本当に無償で積極的に、学校に通われている子供さんを大切に思われて、守っていっ

てくださっているという現実を見ると、やはり養護の先生、養護教諭一人だけではとても

大変だなということを率直に思いますので、ぜひその辺もお願いしたいと思います。 

 あともう１点、私は思うんですが、５月１９日に厚生労働省がひきこもりに関する新ガ

イドラインを公表いたしました。ガイドラインはひきこもりを、社会的参加を避け原則６

カ月以上家庭にとどまり続ける状態をということで定義されているそうなんですけれど

も、そこまでいかないで大人たちが見守りをするべきではないかなというふうに思いま

す。 

 何と全国に２６万世帯にひきこもり状態の子供がいるということで推計されておりま

す。一番苦しいのは、ひきこもっている本人です。それは間違いないと思いますので、相

談体制やアウトリーチ、家庭訪問、その体制の整備などをしっかり今後取り組んでいただ

けるかどうかお聞きしたいと思うんですが。 

議長（小坂智徳君） 学校教育課長。 

教育委員会学校教育課長（亀井伸幸君） まず、学校のほうへ足を運んでいただき、実際

に様子を見ていただきながら、率直に今回こういうふうにお話しいただいたことを感謝申

し上げます。 
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 私どももちょくちょくではなく、結構足しげく学校のほうへ行かせていただいておると

ころでございますけれども、子供たちが授業にしっかり臨んでいる、静かに学習について

いるということは本当に一番目指すところでありまして、学校の基本だろうというふうに

思っております。まず、授業が成立すること、子の学習権を守ることが一番大切なことと

考えております。 

 現在、授業中に学校内を徘回したりするような子供もおりません。数カ月前までは数名

の子が教室を抜け出すというようなこともあったようでございます。そういったようなこ

とは学校は常に気にかけて、すぐに対応をしてきておるわけですけれども、なかなかこれ

をきちっと位置づかせるというのは時間のかかることでございました。現在、各学校にお

きましても、組織的に対応する、生徒指導主事を中心に複数の教職員が連携をとりながら

個別なケースについても対応していくという形で取り組んでおります。徐々にその成果が

見えてきているのではないかというふうに思っております。 

 議員の行かれました昼食時間中に静かに食事を食べているという姿は、まだ本当に落ち

ついた学校の様子の一端でもあろうかと思います。一方で、保健室のほうで子供が私を見

てくださいと言わんばかりにアピールをしている状況というのは、これも現在の学校の実

態というふうに考えております。御指摘のありましたように、養護教諭がたくさんの負担

を抱えているということは重々承知しております。複数の教職員で何らかの対応をとって

いくということに向けて指導、また助言をしながら取り組んでまいります。 

 それから、ひきこもり等の対応についてのお話もございました。子ども・若者育成支援

推進法ですかね、この４月にそれが施行されたということで、社会生活を円滑に営む上で

の困難を有する子供、若者を支援するためのネットワーク整備が求められているというふ

うに思っております。 

 教育相談の担当者とも話をしながら、子供たちが学校を出た後でも円滑に社会参加でき

ていくような学習支援、こういったものも今一生懸命取り組んでいただいておりますが、

教育委員会としても、しっかりとその辺を見据えながら頑張ってまいりたいというふうに

思います。いろいろとありがとうございました。 

議長（小坂智徳君） ２番。 

２番（道法知江君） ありがとうございます。その発達、例えば、発達障害を見きわめる

というのは本当に非常に難しいことではあるかと思います。就学前健診、そこのもっと

前、もうちょっと前ぐらいの段階で専門家による健診が必要なんではないかなというふう
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に感じます。発達障害から不登校へと。不登校からひきこもりへと。ひきこもりをすると

虐待に遭うとか、虐待をされると最悪の場合は自殺をしてしまうとか、そういった残念な

一連の流れもあるのも事実でございます。ある小児科の先生は、不登校の３分の２は発達

障害がある。発達障害がある子供は児童虐待を受ける確率が非常に高いとまで指摘してお

ります。ある意味では、川下のひきこもりというふうな対応、それだけの対応ではなく、

川上の発達障害にいかにしっかり対応していく必要があるかと思います。発達障害をほう

っておけば２次障害につながる可能性もあるということですので、本当に真摯に襟を正し

ていただきながら生徒の指導をお願いしたいと思います。ライフステージ、年齢に合った

適切な支援が受けられる体制を整備していただきますことをぜひお願いしたいと思いま

す。 

 「ささえあおう、すくすくのびる子 竹原プラン」ダイジェスト版というところにもる

る書いてありましたけど、これは平成２２年度から平成２６年度までの５カ年の施策の方

向性や目標を総合的に立派に書かれてあるものがありますが、地域行動計画の後半の計画

というふうになっておりましたけれども、これを作成するためだけのものではなく、本当

に具体的に一人の子供を助けていく、救っていく、成長させていくということをしていか

ないといけないなと、皆さんが、大人側がやらないといけないと思います。この思春期の

保健対策のこととかもいろいろ具体的には書いてあるんですけど、実を結ぶような方向を

していただきたいと思います。 

 佐賀県から優秀な発達障害を見きわめる先生が、何と広島県の要請で東広島の八本松に

いらっしゃっているそうです。この先生は、「つつじ」にいらっしゃった水野先生という

先生がおられますので、しっかり連携をとっていただきたいなと思います。 

 また、東林館高校のほうの、学校になかなか行かれなくて、それから高校をというサポ

ート校としての「あいびぃ」、これも東広島に私も視察に行かせていただきました。本当

に一人一人はひとみが輝いているんですよね。だけど、大人が何か原因をつくっているな

ということを一人の子供に会うたびに本当に心痛む思いがいたします。一人一人を幸せに

するには、行政と大人と、また本当に地域、この支え合う心がなければ一人を救うことも

できないなということを改めて感じましたので、しっかり教育現場では障害のある子もな

い子も本当に助け合えるような状態をぜひ築いていただきたい。大人が早く発見していた

だきたいな、築いていただきたいなと思います。 

 教育委員会のほうの質問は以上で、最後の大久野島の毒ガス障害者救護と平和への発信
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のところで質問をさせていただきたいと思います。 

 大久野島の毒ガス障害者対策連絡協議会の要望活動が更新制度の撤廃とか国や県へ要望

しているとありましたけれども、最近ではいつごろ要望をされておりますでしょうか。 

議長（小坂智徳君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） 国に対して、県に対しての要望の御質問でございま

すが、２１年度につきましては、国に対しては春と秋の年２回、県に対しては１回、要望

活動を行っております。本年については、国のほうに対しては秋に向けて今準備をしてい

る状況でありますし、県につきましては７月の下旬に行く予定といたしております。 

 以上です。 

議長（小坂智徳君） ２番。 

２番（道法知江君） まだまだですね、大久野島の毒ガス障害に遭われた方の救護という

ことでは、竹原市は６８７名というふうに数字では出ております。実は全国にたくさんま

だまだ救済できていない方がいらっしゃるということで、実は私、福山のある方が連絡い

ただきまして、親戚のおばなんだけれども、竹原の大久野島で当時１３歳のときに学徒動

員で幸崎小学校から通って大久野島のほうに行っていたということだったんですね。幸崎

から大阪に転居されて、大阪から忠海病院まで通ってきていたらしいんですね。ところ

が、あるとき忠海病院の中で心のない方が、「あんたは何でわざわざ大阪から来るんか。

金が欲しいために来よるんか」というような、どなたが言ったかわからないですけど、そ

ういったことを言われて、それ以来、そこまで言われるならということで通ってくること

を断念せざるを得なかったと。ずっと心の中にわだかまりを持ったまま、もうちょっとで

８０歳になられる方だったんですね。そういう方の実は相談があったんです。福山の方か

らの相談だったんですけれども、今その７９歳、８０歳になられる方は三重県にお住まい

だということで、それならば、担当課のほうへ連絡させていただきますということで担当

課のほうで調べさせていただきました。担当課がすぐに、今、県の原爆被爆者対策課に大

久野島の対策が入っているからということで、県の原爆被爆者対策課の方と連携をとって

いただいて、三重県のほうにひとつ申請書類を送っていただきました。その方が本当に一

両日中にぽんぽんぽんとスムーズに、スピーディーに行われたということで、びっくりさ

れていました。今まで何十年間も心に秘めていたことがこのように手際よく皆さんから、

県庁からは連絡はあるわ、あっちからもこっちからも電話いただいたということで、ずっ

と閉ざされていた心が、わだかまりがあったところが何か本当に一瞬にして消えるような
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思いだったというふうに言われておりました。 

 資料を送ってきてくださったんですね。それを私も同時に同じように県のほうから送っ

ていただいた資料を見ますと、これは膨大な資料を送らないと、とてもじゃない、申請は

できない状況です。もう８０歳近い方がたったお一人でお住まいなんですね。そういう方

がこういう資料を見て理解していただいて、果たして県のほうに申請できるかという話な

んですね。それと、この方はたまたま健康管理手帳を持っていらっしゃったんです。だか

ら、２人の証人が要らなくて済んだんですね。でもですよ、それにもまだ県のほうから送

ってきた、その申請書は１年間分の１２枚、同じ申請書類が送られてきているんです。そ

の内容を県のほうに私も聞きました。そうしましたら、毎月それを医療機関に行って、添

付して湯崎県知事あてに送らないといけないということなんですね。この方は三重県にあ

る指定病院には遠くて行かれない。だから、個人が今近くにいるところで診断を受けるこ

とは可能だったんですけれども、病院に行くのがやっとなんですと。病院に行くのがやっ

とにもかかわらず、何で毎月毎月その人の症状を病院に行って診断していただいて書類を

添付して毎月送らないといけないんですか、この作業が本当に大変ですというふうに言わ

れておりました。 

 あわせて、原爆被爆者の対策では５年間の更新はありません。毒ガスは５年後には更新

手続が要るんですね。課長、それは御存じですか。５年の手続が要るのと原爆被爆者には

要らないというのはどういう違いがあるのか、私はちょっと理解できなかったですね。 

 アメリカが投下された原爆です。毒ガスは日本国による国策として落とされて地図にも

載せられなかった。この方々は１３歳のときにわけもわからず学徒動員で、本当に風船を

つくるんだといって一生懸命通っていたと。雪の降る日はＪＲがストップして、何とあの

距離を歩いて帰ったと。そういう人を、今まだ現存している方々にとって何という、広島

県も、竹原市も、この事実をしっかり目を向けて対応しないのかなというふうに私は情け

なく思いました。 

 まだそうは言っても、竹原市内にお住まいの同じように健康管理手帳、医療手帳を持っ

ておられる方も毎月病院に行かないと、いわゆる手当の３万３，８００円がいただけない

んです。これも先ほどのほかの議員の指摘にもありましたけれども、ＪＲのあの階段を上

がっておりて、やっとの思いで忠海病院に着くんだと。もう８０歳も過ぎて病院に行くだ

けが本当に大変なのに、何とこれほど理不尽なといいますかね、面倒な、国の手続といえ

ば仕方がないといえば仕方がないんですけれども、竹原がもっとそれを県へ、国へ要望す
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るべきではないかと思うんですが、いかがでしょうか。 

議長（小坂智徳君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） 議員御指摘のように、健康管理手帳の更新につきま

しては、原爆につきましては撤廃され、毒ガスについては５年に１回必ずあるということ

です。当然、毒ガス患者も、先ほど言われましたように、１３歳で毒ガス製造に従事され

た方も８０歳近くなり高齢となっておるというような状況もありますし、当然、原爆と変

わったことがないということで、５年の撤廃については県と連携をとりながら国のほう

に、竹原市長が会長であります毒ガス障害者連絡協議会を通じて今現在も取り組んでいる

ところであります。この５年の撤廃については、当然、撤廃するよう強く国に対して要望

していきたいと考えております。 

 あわせて、先ほど毎月の診断につきましては、月ごとの単位で、いわゆる支給額が変わ

るという、入院の日数等で額が変わるという部分のところについては御理解いただきたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

議長（小坂智徳君） ２番。 

２番（道法知江君） ちょっと違うと思います。時間がないですから、後からしっかり見

ていただきたい。 

 ガス障害者医療費支給申請書、これが１２枚送ってきたんですよ。同じものが１２枚。

毎月毎月これを出しなさいということなんですね。だから、その辺もちょっとあわせてな

んですが、これは私はぜひ市長にお伺いしたいなと思います。 

 答弁では、今後も引き続き広島県と連携し、毒ガス障害者援護支援策のために進んでま

いります。広島県と連携し、いい意味で連携するのは大事なんですけど、竹原市が本当

に、竹原市自体が積極的にこのことに対する、この事実に対してどうしてくれるのかと県

へ、国へ申し入れをしていただきたいなと思います。定期的に申し入れをしています。し

かし、いまだに至って一向に変わりません。被爆者対策とは全然変わらない。５カ年、５

年たったら更新しなさいというのは、これは余りにも竹原市に住んでいる毒ガスに従事さ

れた方にとって本当につらいことだと思っております。 

 最後に、市長にお伺いしますね。 

 ６月１１日、中国新聞に載っておりました。「広場」というところなんですけれども、

「障害者認定対応に感謝。４月中旬です。久しぶりに関西に住む８０歳のいとこに訪ねま

した。いとこは訪問に喜び、重い胸のうちを語ってくれました。いとこは昭和１９年に大
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久野島の旧日本軍の毒ガス工場に学徒動員され、健康被害に遭ったといういとこは遠隔地

に住んでいるため指定病院に行くことが難しく、今までさまざまなところに相談したが話

を聞いてもらえずに毒ガス障害の認定もできなかったことなどを話してくれました。私は

何とかならないものかと思案し、身近な地方議員に相談した。すぐに動いてくださった結

果、県からいとこに連絡があり、大阪の病院で診察し──これは大阪と書いて、三重県の

病院です──で診察し、認定の手続ができるように手はずが整えてもらうことができまし

た。そして、５月２８日認定していただき、今月から健康管理手当が支給されることにな

った。すっかりあきらめていたところにびっくり仰天、声の届かない政治に失望していた

昨今だけに、広島県の今回の迅速な対応に心から感謝したい」という言葉が載っておりま

した。 

 私はすごく感じました。たくさんの人に励ましてもらって、引っ張ってもらって支えら

れて、そして議員をさせていただいております。こういった一人一人の胸のうちを考える

と、もう何としてもいられないなと、いても立ってもいられないなと思って、私、三重県

まで行ってきました。日帰りしてきました。この方に直接お会いしました。曲がりなりに

も市民の代表で市会議員にさせていただいておりますので、この長い間の御苦労を考える

と、もういても立ってもいられないなという思いでお会いさせていただきました。本当に

３時間半にわたるお話をしっかり聞かせていただきました。私と同じように、まだまだ救

済の措置を受けていらっしゃらない方もいるだろうとその方は言っておりました。一人で

も多くの方が救済できるように、手続等、本当に無駄な手続というか、煩雑な手続を省け

るように竹原市長にぜひお伝えしていただきたい。市長のほうから県のほうへ、県から国

へ動かしていただきたいと叫んでおられました。そのことに対して、市長、ぜひ御答弁を

いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

議長（小坂智徳君） 市長、答弁。 

市長（小坂政司君） 毒ガス障害者の皆様方には大変過去の経緯の中で御苦労をかけたと

いうことでございまして、申請手続等におきましては、現在は大変簡略化はされているわ

けでございます。 

 ただ、今、我々が毒ガス障害者連絡協議会をつくって、今一番の要望活動の重点科目と

しておるのが、今言った毒ガス障害者の健康管理手帳の５年ごとの更新の撤廃ということ

でございます。これは国もですね、国会議員を通じて我々は強く要望しておるところでご

ざいますけれども、今現在まだその要望にこたえていただいておらないわけでございま
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す。県も我々との連携の中で理解を示していただいているわけでございますので、ぜひ厚

労省に向けて、この撤廃を早期にしていただくように要望活動は力を込めてやってまいり

たいというふうに思っております。 

 これから、８０歳、平均年齢以上になっている皆さん方でございますので、もう５年ご

との更新が大変つらいわけでございますので、その辺、十分理解していただくよう、これ

から鋭意努力してまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

議長（小坂智徳君） ２番。 

２番（道法知江君） ありがとうございました。力強いお言葉をいただきました。本当に

ありがとうございます。 

 このことをきっかけに、竹原市より本当に全国に先駆けて平和へのアピールをしていた

だければというふうに思っております。竹原市のイメージアップにもつながります。ぜひ

よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

議長（小坂智徳君） 以上をもって道法知江さんの一般質問を終結いたします。 

 午後３時５分まで休憩いたします。 

              午後２時４６分 休憩 

              午後３時０５分 再開 

              〔議長交代〕 

副議長（稲田雅士君） 休憩を閉じて会議を再開します。 

 引き続き一般質問を行います。 

 質問順位３番、北元豊君の登壇を許します。 

６番（北元 豊君） それでは、ただいまより平成２２年第２回竹原市議会定例会一般質

問を始めさせていただきます。 

 まず１番目としまして、湯崎広島県知事との懇談会について。 

 広島県の湯崎英彦知事は、記者会見の中で県内２３市町を視察し、各市町長と行政運営

と地域課題について、各市町長が最も心を砕いていることを聞き、お互いの考えや悩みを

交換し、施策をつくる上でのベースとする意見交換会（県・市町懇談会）を実施すると発

表された。 

 第一弾として、平成２２年５月１６日、竹原市保健センターにて、「挑戦そして実現！
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引き出せ広島県の「底力」湯崎英彦の宝さがし」と題して、竹原市在住の方１０人と県政

知事懇談会が開催されました。参加者については、人づくり、産業振興、医療、地域づく

りの分野から、地域での取り組みによる竹原市の活性化策など、活発な意見及び提言が話

し合われました。知事は、この懇談で得られた宝を活用することにより、今後の県勢の発

展を目指すと締めくくられました。 

 小坂市長におかれましては、昨年１２月、市民の負託を受け３選され、市政のかじ取り

をゆだねられたところであります。 

 そこで、第二弾として秋口に予定されている県知事との首長懇談会で、２期８年、竹原

市長として市政に携わり、本市の喫緊の課題である竹原工業流通団地への企業誘致につい

て、中四国フェリー廃止に伴う今治市との連携及び跡地について、新開土地区画整理事業

について、４３２号線の推進計画について、合同庁舎の利用計画について、竹原港湾の利

活用について、これらについて、竹原市長としてどのようなスタンスで知事との懇談に臨

まれるのかお伺いいたします。 

 ２番目としまして、危機管理体制について。 

 平成２２年５月１８日付、中国新聞で、政府は口蹄疫対策のための特別措置法の検討に

入ったと報道いたしました。 

 口蹄疫は、牛や豚、羊などに感染するウイルス性の家畜伝染病であり、急性で感染力が

強く、人が牛肉や豚肉を食べても口蹄疫にはかからないとされるが、感染した動物に接触

するとウイルスが靴などに付着し、感染を拡大させるおそれがあるとのことである。 

 ５月１８日現在では、口蹄疫の発生農場は１１１カ所に上り、殺処分対象の牛や豚は８

万５，０００頭を超え、国内では過去最悪の口蹄疫被害になっています。 

 口蹄疫の発生現場では、感染拡大による対応のおくれ、先行きが見えない、具体的な方

法が決定されていなく経済活動がストップし、まちがなくなるまで、住民は不安を募らせ

ています。 

 口蹄疫の感染拡大を阻止するためには、水際作戦、つまり時間との戦いであり、対応の

おくれが感染拡大につながると考えられ、本市の危機管理はどのようになっているのかお

伺いいたします。 

 また、偶発的にも発生した場合の国、県との連携はどう話し合われているのか、市長に

お伺いいたします。 

 ３番目としまして、竹原市の機構改革について。 
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 平成２２年度予算編成について、第５次総合計画の目指す将来像である「住みよさ実

感 瀬戸内交流文化都市 たけはら」の実現に向け、人づくりと個性づくりを重点的、横

断的なキーワードとして、住みよさ実感の基礎固めを強化し、元気で住みよい竹原市づく

りを推進するための施策に重点的な予算配分を行った予算である旨の説明がありました。 

 また、平成２２年第１回定例会一般質問の答弁において、住みよさ実感の実現に向け

て、必要な施策や事業を積極的かつ戦略的に展開するためには、そのために必要とされる

体制づくりなど、さらなる行政経営改革に取り組む必要があるものと考えていると答弁さ

れております。 

 平成２２年度４月、さらなる行政経営改革に取り組むため、機構改革がスタートいたし

ました。そこで、機構改革の目玉であるまちづくり推進課と自治会等とのかかわりはどの

ようになっているのか、また、どのように進めていかれるのか、市長にお伺いいたしま

す。 

 ４番目としまして、道の駅直営管理について。 

 食料・農業・農村基本計画で、農水産物の加工販売に取り組むことにより、地域ビジネ

スの新たな業態の創出を目指す６次産業化が位置づけられたところであります。農畜産

物、水産物の生産（１次産業）だけでなく、食品加工（２次産業）、流通・販売（３次産

業）にかかわり、加工賃や流通マージンなどの付加価値を得て農業を活性化させようとす

る６次産業であります。 

 そこで、平成２２年４月２３日の全員協議会において、道の駅オープンにあわせ、竹原

市地域ブランド推進協議会による地域ブランド開発事業を立ち上げ、展開していくとあり

ますが、付加価値を高める産品とは、産品の加工施設は、加工製品の販路は、採算性等、

開発事業における課題が山積しており、道の駅オープンに向けどのように取り組まれるの

か、市長にお伺いいたします。 

 ５番目としまして、財政再建に伴う市民の思いについて。 

 本市は、平成１３年１月に竹原市行財政改革大綱のもとに実施計画を策定し、効果的、

効率的な行財政運営の推進、また、健全な財政運営の確立、徹底した経費節減を最重要課

題と位置づけ、見直しをしてきました。 

 また、平成１６年度から１８年度に向け、竹原市財政運営３か年計画を策定、市民の要

請にこたえて、その役割を適切に果たしていくためには、徹底した行財政改革に取り組

み、財政の健全化に努めるとする計画を策定しております。 
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 そして、予算規模を縮小する集中改革プランに基づき、内部管理経費や施策の見直しを

行い、今日の第５次竹原市総合計画へと、こまを進めてきたところであります。 

 そこで、本市の財政状況は厳しい財政運営を余儀なくされていますが、財政指数におけ

る経常収支比率について、平成１９年度９９．６％で、２０年度９４．７％と４．９ポイ

ント改善され、公債費比率は平成１９年度１１．２％で、２０年度１０．５％と０．７ポ

イント減少しています。また、基金総額については、平成１９年度４０億４，３００万円

で、２０年度は４２億２，２００万円となっております。平成２１年度末予算ベースにお

ける残高は４８億４，１００万円と、１９年度より７億９，８００万円、基金残高は増加

しています。 

 市長は、財政運営において財政健全化に向け積極かつ果敢に取り組まれたところであり

ますが、市民は何を思い行財政改革に協力してきたかを考えていただきたい。 

 また、市民は住みよさを実感できる竹原市の実現に向け、我慢、つまり市長の行政運営

に協力してきたところであります。 

 そこで、いま一度基金に戻りますが、平成２１年度末予算ベースにおける残高は４８億

４，１００万円と前年度より大幅に増加しております。この基金を取り崩し、投資的経費

への充当についてはどのように考えておられるのか、市長にお伺いいたします。 

 ６番目、最後としまして、安心して暮らせる高齢社会の形成について。 

 竹原市総合計画第３章で、健やかで支え合う安心のまちづくりをするため、市民一人一

人が健康に関心を持ち、健康づくりを実践していくとあります。 

 そこで、高齢にもかかわらず元気印の医師、日野原重明先生の「からだが動ける自立し

た老人を増やそう」でのインタビューより、ちょっとした病気は自分で治せる自立した老

人をふやしていかないと、このままでは医療制度はつぶれてしまいますよ。また、今の私

たち、便利な生活にならされていて、すごく運動不足になっていますね。そして、高齢者

イコール要介護者ではない。元気なお年寄りの比率がふえるということは、それだけ老師

の知恵が生きる社会になるとも日野原先生は言われておられます。 

 さて、竹原市の平成２２年度３月末現在の住民基本台帳による６５歳以上の人口は９，

３８８人、全体の３１．８１％に達している状況にあり、よって、団塊世代が高齢社会へ

移行していくことによる医療保障制度はさらに逼迫してくるものと考えられます。 

 本市として、元気なお年寄りになっていただくためのさらなる取り組みを市長にお伺い

いたします。 
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 以上、壇上での質問を終わらせていただきます。 

副議長（稲田雅士君） 順次答弁願います。 

 市長、答弁。 

市長（小坂政司君） 北元議員の質問にお答えをいたします。 

 １点目及び２点目については私が、３点目から６点目までについては副市長がお答えを

いたします。 

 まず、１点目の御質問についてでありますが、湯崎広島県知事におかれましては、県民

起点の県政を運営していくために、県民と直接対話を行う、いわゆる「湯崎英彦の宝さが

し」と呼ばれる県政知事懇談及び県と対等なパートナーである市町とともに、認識を共有

した上で、一致協力して諸施策を推進するため、市長、町長と直接意見交換を行う県・市

町懇談会を県内２３市町で実施することとされております。 

 本市におきましては、去る５月１６日に市内在住の１０名の方々と知事が県政知事懇談

を開催されたところであり、今後、市長との意見交換会であります県・市町懇談会が開催

される予定ですが、日程につきましては現在未定であります。 

 県・市町懇談会におきまして、本市として、どのようなテーマを選定した上で、どうい

ったスタンスで知事との懇談に臨むべきかについては、今後、検討する必要があります

が、お尋ねの個々の課題に対する現時点での考え方について、順次御説明させていただき

ます。 

 まず、竹原工業流通団地への企業誘致についてでありますが、竹原工業流通団地への進

出企業は、現在のところ昨年５月より操業開始した株式会社トーヨー塗装１社のみであ

り、現下の厳しい経済雇用情勢のもと、この企業に続く進出企業は、いまだない状況であ

ります。 

 このため、今年度において企業誘致に精通した人材を雇用し、体制の強化を図り、採用

した人材の豊富な知識、経験等を生かした効果的な誘致活動を行うことにより、市内への

企業の新規進出を促進したいと考えております。 

 竹原工業流通団地への企業誘致につきましては、現在、広島県、竹原商工会議所、ハロ

ーワーク竹原及び地元企業など関係機関と連携を図り、県外はもとより、市・県内企業に

対し情報収集、情報発信を行うとともに、助成制度のＰＲなど、企業誘致に向けた活動を

展開しているところでありますが、特に広島県に対しては立地環境の整備、助成制度の拡

充、企業誘致戦略等の意見交換等、誘致に向けての連携、または情報共有をさらに強化
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し、より一層強力な誘致活動が展開できるよう要望してまいりたいと考えております。 

 次に、中四国フェリー廃止に伴う今治市との連携及び跡地についてでありますが、竹原

港湾の利活用についても、あわせて御説明させていただきます。 

 広島県においては、瀬戸内の持つ多彩な観光資源などを相互に連携させ、国内外からの

誘客増加を図ろうとする「瀬戸内 海の道１兆円構想」の策定が行われており、本市にお

きましても、竹原の底力である瀬戸内海を初めとした自然や歴史文化などを活用し、市民

と協働した「みなとオアシス」の活動を通じて港のにぎわいづくりに取り組むとともに、

近隣の魅力ある地域資源とのネットワーク化を図り、相乗効果を生み出すよう、近隣自治

体とも連携しまして、交流人口の拡大や地域の活性化に向けた取り組みを推進したいと考

えております。 

 残念ながら、中四国フェリー航路は昨年度廃止になりましたが、近隣自治体とこれまで

海を通じて培ってきたつながりを生かし、引き続き連携を図ってまいりたいと考えており

ます。 

 次に、中四国フェリーにつきましては、廃止に至るまで四国との物流、観光の動脈とし

て竹原港の拠点性の一端を担ってまいりました。 

 本市にある竹原港や忠海港は、周辺島嶼部などとの海上交通連絡や生活航路の要所であ

るとともに、竹原港につきましては、外内貿貨物の物流拠点として、今後とも芸南地域の

暮らしと産業を支える港、周辺島嶼部との連絡基地としての広域的な拠点性を担っていく

ことには変わりないと考えております。 

 このため、今後も引き続き港の持つ拠点機能の維持、充実に努めるとともに、中四国フ

ェリー跡地及び竹原港の利活用につきましては、このような視点を踏まえながら、高潮対

策などによる安心・安全なまちづくりや港の利用促進、港湾利用者等の利便性向上を図

り、にぎわいと潤いのある港づくりのための交流拠点の形成など、幅広い観点から総合的

な検討を行っております。 

 次に、新開土地区画整理事業についてでありますが、計画的な土地、建物利用と景観形

成の誘導など、良好な市街地の形成を図るため、新開地区において土地区画整理事業を推

進しております。 

 現在、この土地区画整理事業は、昨年度末の事業進捗率が約６１％となっており、工事

の完成している箇所につきましては、大規模小売店舗を初めとする商業施設、一般住宅、

アパート等が建設されており、その経済効果は高いものであると判断しております。 
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 次に、一般国道４３２号の推進計画についてでありますが、本市の総合計画に基づいて

活力ある豊かな地域の創造を図る道路づくりの観点から、国道の整備促進として位置づけ

ております。 

 交通混雑の解消及び沿線上の土地利用効果を高めるとともに、広島空港、山陽自動車

道、山陽新幹線などの高速交通体系への連絡強化を図るため、県営事業として取り組んで

おります。 

 今後も本線の早期工事着手について県に要望するとともに、先ほどの新開土地区画整理

事業も同様に、早期完成に向けた財源確保について、県、国に対して要望してまいりたい

と考えております。 

 次に、合同庁舎の利用計画についてでありますが、広島県では市町村合併が進展し、管

内市町村数が減少することで、これまで地域事務所が果たしてきた管内市町村間の調整機

能の縮小や基礎自治体への事務、権限の移譲により、地域事務所の機能や体制、所管区域

などについての見直しを図られたところであり、東広島建設局竹原支局については、西部

建設事務所東広島支所に統合され、平成２１年３月をもって廃止されたところでありま

す。 

 竹原支局廃止から１年が経過し、たけはら合同ビルの管理につきましては、引き続き広

島県、竹原市及び竹原商工会議所の三者が共同で行っているところでありますが、旧竹原

支局部分につきましては現在も空きスペースとなっており、利活用されていない状況であ

ります。 

 本市といたしましては、同ビルの利活用について広島県と協議を行っているところであ

りますが、現在実施中の市庁舎等の耐震診断結果を踏まえ、今後の利活用方策について検

討してまいりたいと考えております。 

 次に、２点目の御質問についてでありますが、宮崎県において発生した口蹄疫について

は、口蹄疫ウイルスを原因とする畜産業に甚大な影響を及ぼす重大な動物感染症として、

現在、国を初め、各都道府県が感染拡大の阻止に向けた取り組みを進めていることは御承

知のとおりであります。 

 こうした重大な動物感染症が発生した場合の国、県、市町村の危機管理体制につきまし

ては、近年の高病原性鳥インフルエンザの事例を契機に、都道府県単位で防疫対応マニュ

アルが強化されており、広島県においても県及び各市町が防疫対応マニュアルを作成し、

動物感染症の発生に備えて常日ごろから危機管理体制の構築に努めております。 
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 広島県内で動物感染症が発生した場合は、次の３段階で危機管理体制を構築することと

しております。第１段階は隣接県でない国内で発生した場合の注意体制、第２段階は隣接

県で発生した場合の警戒体制、第３段階は県内で発生した場合、または隣接県の発生で移

動制限区域が県内に及ぶ場合で、県民生活等に甚大な被害が発生すると予測される場合

で、現時点においては第１段階の注意体制をとっている状況であります。 

 注意体制時は、主として情報収集と連絡活動を行いますが、これまでの本県の取り組み

は防疫対策や消毒方法を記載したリーフレット作成による畜産農家への周知、対象農家に

対する緊急調査や消毒命令、県と市町並びに畜産関係団体を参集した防疫連絡会議の開催

など、連携を密にする中で防疫対策に努めているところであります。 

 引き続き、関係機関との情報収集や連絡活動など連携を図り、注意警戒を強化してまい

りたいと考えております。 

 以上、私からの答弁といたします。 

副議長（稲田雅士君） 副市長、答弁。 

副市長（三好晶伸君） それでは、３点目から６点目までについてお答えをいたします。 

 ３点目の御質問についてでありますが、本年４月からの組織改正は、少子・高齢、人口

減少社会への移行や地方分権改革の進展など、本市を初め、地方を取り巻く環境が大きく

急激に変化する中で、住みよさ実感に向けた施策の推進や協働のまちづくりのさらなる推

進など、第５次総合計画を着実に推進するための組織づくりと分権型社会に対応できる市

民本位の組織づくりの２つの視点を念頭に見直しを行ったものであります。 

 とりわけ、協働のまちづくりのさらなる推進と人づくり、個性づくりに総合的に取り組

むため、協働のまちづくりの推進とともに、市民生活に身近で協働での取り組みが不可欠

な分野である生活環境、生涯学習、スポーツ、文化関係の事務をまちづくり推進課に集約

し、それぞれの活動と協働のまちづくりが連携することで、市民本位の観点から相乗効果

の高い事業を展開することとしております。 

 市では、これまで地域主体のまちづくりを推進するため、平成１７年１０月に策定した

竹原市協働のまちづくり推進プランに基づき、自治会など各地区の市民活動団体等と住民

自治組織づくりに向けた取り組みを進めてまいりました。 

 住民自治組織とは、御存じのとおり、女性会、ＰＴＡ、消防団、公民館など、地縁の住

民活動団体等が連携、協力する団体であります。その活動指針となります地域行動プラン

につきましては、防犯、防災対策や環境対策、地域交流事業など、これまで自治会が推進
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してきた事業など各地域の実情を十分に踏まえ策定、実施されております。これまで自治

組織が実施した自主防災訓練や世代交流イベントなど各種事業が成功しているのも、自治

会等の強みである地域内ネットワークを十分に活用したことによるものだと考えておりま

す。 

 また、同じく地域づくりを推進する上で重要な役割を果たしているのが、生涯学習振興

行政の主要拠点となる公民館であります。 

 公民館では、地域のニーズを把握し、文化、教養、地域づくり、社会問題など、あらゆ

る地域課題に対応した講座を行っております。その企画運営には、教室、講座の代表者の

みでなく、自治会、女性会、子ども会など、地域にある各種団体関係者が含まれておりま

す。公民館職員は、人と人のみならず、自治会など各種団体同士を結びつけるコーディネ

ーター役を果たしております。 

 以上を踏まえ、今後、地域づくりの核となる人材、団体の育成及び協働事業の推進を図

るためにも、地域の事情を熟知する自治会、公民館、各種団体等とより一層相互連携を深

め、協働のまちづくりのさらなる推進を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、４点目の御質問についてでありますが、国の食料・農業・農村基本計画において

は、これまでの１次産業である農業、漁業だけでなく、２次産業である食品加工や３次産

業である流通、販売までが一体となった組織となることで、高付加価値化を図っていく６

次産業化を推進していくこととされております。 

 本市におきましては、平成２１年度から雇用対策基金事業を活用し、地域ブランド開発

事業をスタートさせ、生産、加工、販売に関する商品化計画の立案や市場調査に基づく合

理的で全体的な販売促進策などをマネジメントしていただく実務経験者を雇用し、６次産

業化の取り組みを進めているところでありますが、議員御指摘のとおり、新たな地域産品

の開発や６次産業化には、加工施設や販路開拓の問題などさまざまな課題を抱えておりま

す。特に、本市における農業、漁業従事者の減少や高齢化により１次、２次産業の低下が

顕著となっている地域経済情勢を踏まえると、市内にある農水産物資源を活用し、新たな

地域産品やブランド化を進めていくためには、各種支援制度を活用した６次産業化や農商

工連携事業を検討する中で、行政支援も含め、担い手育成や生産力の向上を関係者と連携

して取り組んでいく必要があると考えております。 

 道の駅の管理運営につきましては、市内にある農水産物資源を活用した新たな地域産品

を販売でき、また、情報発信していける中核的な施設となるよう、これまで不足していた
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生産者や事業者等の各関係者との協力体制を強化し、健全な運営ができるよう努めてまい

りたいと考えております。 

 次に、５点目の御質問についてでありますが、これまで本市におきましては、幾度の行

財政改革の計画をまとめる中で、持続可能な財政基盤の確立に向けたさまざまな取り組み

を推し進めることにより、多額の投資が必要な時期に備えて財源の確保に努めてまいりま

した。 

 平成２１年度においては、こうした財源を活用して道の駅や学校給食センターの整備な

ど大型投資的事業を推進するとともに、学校耐震化事業や地域情報通信基盤整備事業にも

着手しているところであり、また、平成２２年度当初予算では、人口の減少が進む中、人

口流出の歯どめとなる住みよさを高めるために、市民の皆様の暮らしの質を総合的に底上

げしていくことが最重要と考え、各分野にわたり市民のニーズにこたえられるよう、幅広

い新規事業と拡充事業を盛り込んだところであります。 

 本市の財政状況は、長引く景気の低迷や人口減少社会への移行等による市税収入の減

少、また、少子・高齢化に伴う社会保障関係経費の増加や老朽化が進む公共施設等に係る

経費の増加が見込まれるなど、今後も厳しさが増すと予測しております。 

 こうした状況の中におきましても、国、県の動向や経済情勢を踏まえ、限られた財源を

有効に活用しながら、市民の皆様の暮らしの質の向上に向けた施策の充実や本市の魅力を

生かした交流人口の拡大から定住へとつながる施策の推進を図り、「住みよさ実感 瀬戸

内交流文化都市 たけはら」の実現に向けて取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、６点目の御質問についてでありますが、安心して暮らせる高齢社会の形成につい

ては、生きがいづくりの推進、高齢者と家族の生活支援サービスの充実、介護予防の推進

が大切であります。 

 高齢者の介護予防の取り組みは、プール教室のほか、在宅介護支援センターで開催する

一般高齢者介護予防教室及び特定高齢者介護予防教室いきいきはつらつ教室を実施してい

るところであり、いきいきはつらつ教室では、ボランティアで参加、協力をしてくださる

方をお元気応援団として年齢を問わず募集し、体操等を一緒に行っているところでありま

す。 

 ４０歳から７４歳までを対象とした特定健診は、生活習慣病を起因とする病気を未然に

防ぐため、若いうちから受診していただくように制度周知しているものであります。年１

回の受診により、自分自身の健康状態を確認することになり、生活改善や健康管理に努め
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ることが早いうちから実施可能となり、病院へかからない健康なお年寄りをふやしていく

ことにつながっていくものと考えております。 

 特定保健指導については、高齢期の健康増進に向けて壮年期から継続した取り組みを行

っており、市内の公民館等で健康相談、栄養相談を実施するとともに、高血圧、糖尿病、

高脂血症などに関する具体的な栄養学習を行い、病気とうまくつき合うための方法や低栄

養の予防など、相談者の状況に応じた相談、教育事業を実施しております。 

 地域においては、食生活改善推進員による高齢者のための伝達講習会の中で食事を栄養

バランスよく食べる大切さについて周知を図っております。また、医師による講演会の開

催や病態別健康学習会を開催するとともに、老人クラブ、デイホーム等における出前講座

や、要望に応じて保健師、栄養士による生活習慣病予防を初め、転倒予防、睡眠、がん予

防などのさまざまな健康に関する学習会を実施しております。 

 このほか、老人クラブや公民館でのさまざまな活動のほか、ＮＰＯ法人バンブースポー

ツクラブでは、シニアを対象としたスポーツプログラムも行われており、高齢者の住みな

れた場所での生きがい探しの手助けになるよう、これらの活動をうまく紹介する中で、住

民との協働により高齢者の健康づくりの実践に取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上、よろしくお願いを申し上げます。 

副議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（北元 豊君） それでは、再質問をさせていただきます。 

 再質問の内容というのは、私が問題を一般質問で投げかけております、その中で、答弁

書に対しまして、もう一度この分を聞いてみたいという点を再質問させていただきますの

で、協力をいただきまして、早く終われるように、ひとつお願いいたしたいと思います。 

 最初に、湯崎県知事との懇談会ということで、実際、私も５月１６日、竹原市保健セン

ターへ参加をさせていただきました。そのとき市長も御参加をいただいておられるようで

ございます。竹原市在住の１０人の方が、参加者については、人づくりとか産業振興、医

療、地域づくりの分野ということで、１０人御参加をいただきまして、活発な御意見等も

いただいております。 

 その中で、本当に優等生といいますか、県知事に対しましては優等生の回答をされたと

いうような思いがちょっとしました。その中で、本当にこの１０人の方が訴えたかったこ

とは、もう少しほかにあるんじゃなかろうかなという、私はそういう気持ちでこれを聞か

せていただいておりました。特に、大久野島村長におかれましては、成功事例等々もお話
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しいただいておりましたし、女性会の会長さんにおかれましては、その等々の苦労もお話

しいただいて、こういう問題点もあるんだよということも実際に県知事に対してお話をい

ただいておったように記憶しております。 

 その中で、本当に湯崎知事との懇談会ということで、私はこれを一つのキーワードとし

まして、竹原市がもう一つ飛躍をしていくためのいい材料だなという思いがしたところで

ございます。 

 そこで、湯崎県知事との、市長が思われること、特に湯崎県知事は各市町が最も心を砕

いていることについて、お互いの考えや悩みを交換する意見交換会を実施したいという一

つの目標、前触れがございます。そういうところもお含みいただきまして、私が投げかけ

ておりますスタンスはどうかというところの点で再質問させていただきます。 

 まず、近々の課題といいますか、各同僚議員も含めまして、竹原工業流通団地への企業

誘致についての答弁というところで、特に広島県に対して立地環境の整備、それから助成

制度の拡充、企業誘致戦略についての具体的な要望ということをしていきたいというふう

に答弁では臨まれております。これにつきまして、いま一度、本当にこれが生きてくるた

めに具体的な要望というのを再度お示し願いたいというように思います。 

 それから、今治市との連携ということで、ここにあります答弁では、近隣の魅力ある地

域資源とのネットワーク化を図り、それで取り組みをしていきたいというふうに言ってお

られます。特に、こういうことが具体的に実施されておるかどうか、それが具体的にどう

いう方向性を向いて連携がうまくいっていくのだろうかというのがちょっとこの答弁では

はかり知れませんので、いま一度質問を投げかけます。 

 それから、４３２号線の推進計画ということで、ここにありますように広島空港、山陽

自動車道へのアクセスであるということで、国道等から、空港からいえば表玄関に当たる

ところかなという思いがしております。その中で、特に大山バイパスというところの曲が

りくねった道がありますが、それをバイパスをつないでということで以前から工事は進ん

でいるかには思えますけど、実際、この工事の着工というのに対しては強く要望するとこ

ろがございます。そういうことで、この辺の大山バイパスにつきまして、どういうお考え

であるかということをお聞きします。 

 それから、合同庁舎の利活用計画につきましてということで、答弁では市庁舎の耐震診

断結果を踏まえということであります。この耐震結果が出た後にどのような取り組みをさ

れるのか等々をまた質問していきたいというふうに思います。 
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 まず、以上の再質問をいたします。これをどのようにお考えなのか、答弁のほうをよろ

しくお願いいたします。 

副議長（稲田雅士君） 産業振興課長。 

産業振興課長（中川隆二君） それでは、竹原工業流通団地の広島県に対する具体的な要

望は何をしていくのかという御質問についてでございますけれども、竹原工業流通団地へ

の誘致活動を進める上におきまして、現在、不利な要因となっております上水の確保、交

通アクセス路の改善など、こうしたインフラ整備を初めとしまして、誘致企業が現地視察

に来られた際、イメージアップを図るということで、草刈り等による未分譲地の適切な維

持管理、これらを立地環境の改善、整備として強く要望してまいりたいというふうに考え

ております。 

 次に、助成制度の拡充ということでございますけれども、現在、県の企業立地促進助成

制度における設備投資助成、土地取得助成、これらそれぞれ助成率２０％、上限額が５億

円でございますけれども、これらの助成制度につきましても、率、または上限額の引き上

げ、これらも要望してまいりたいと。 

 また、立地企業が直接土地を取得しなくても、リース事業者が土地を購入して立地企業

者がそのリース物件を借りて進出するというような間接リース方式、こちらについて、今

現在、広島県で導入をされておりますけれども、これらが有効に利活用されていないとい

ったような現状もございますので、このあたりについても可能な限り制度の拡充をお願い

していきたいというふうに考えております。 

 それから、これらの環境整備、また助成制度の拡充を複合的に絡めながら、企業への計

画的なアプローチが図れる具体的な戦略、または体制づくり、これにつきましては、県と

市が一体となって構築していく必要がございますので、新たな企業誘致戦略については、

県と連携をいたしまして早急に取りまとめていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

副議長（稲田雅士君） 企画政策課長。 

企画政策課長（豊田義政君） 今治市との連携に関しまして、近隣の魅力ある地域資源と

のネットワーク化を図るという具体的な取り組み状況はということで御答弁申し上げま

す。 

 近隣自治体との取り組みにつきましては、広島臨空広域都市圏振興協議会や広島広域都

市圏形成懇談会を初めといたしまして、瀬戸内・海の路ネットワーク推進協議会などに参
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画するなど、広域的な連携により、さまざまな方法で竹原の自然や歴史、文化等の魅力を

発信いたしております。観光交流事業など事業効果の増大を図るとともに、国道１８５号

線沿線の呉市、東広島市、三原市、竹原市の４市連携による地域づくり、道づくりを目的

としたＲ１８５みちばた会議の活動を推進しているところでございます。 

 今後におきましても、引き続き竹原の底力である瀬戸内海を初めとした自然や歴史、文

化などを活用し、地域の活性化を推進するとともに、今治市を含めまして、近隣自治体と

引き続き連携を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

副議長（稲田雅士君） 建設課長。 

建設課長（柏本浩明君） 国道４３２号、特に大山バイパスの整備につきましては、議員

御指摘のとおり、竹原市はもとより、臨空都市圏の主要幹線でありまして、早期整備が必

要であります。この大山バイパスにつきましては、新庄町枌谷地区から河内町までの竹原

市域分が８１０メートルの道路改良工事でありまして、全体事業費が２０億円のうち、平

成７年から２１年までに約１２億円の事業進捗であります。本年度につきましては、１億

円程度の工事が予定されております。 

 早期改良並びに財源確保につきましては、国道４３２号改良促進期成同盟会の活動、広

島県中央地域振興協議会などを通じまして国、県に毎年要望しているところでありまし

て、今後につきましても、引き続いて早期完成について強く要望してまいりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 以上です。 

副議長（稲田雅士君） この際、会議時間を延長しておきます。 

 都市整備課長。 

都市整備課長（有本圭司君） それでは、合同庁舎の利用計画について、市庁舎の診断結

果を踏まえるとあるが、今後どのような取り組みをするのかという再質問でございます

が、竹原市の庁舎等の耐震診断につきましては、９月中旬までには診断結果が判明するも

のと見込んでおります。 

 今後の取り組みといたしましては、竹原市耐震改修促進計画に基づき耐震化に努めると

ともに、耐震診断を踏まえ、先ほどの市長の答弁でもございましたように、総合的に検討

してまいりたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

副議長（稲田雅士君） ６番。 
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６番（北元 豊君） 今、合同庁舎ということで、総合的に検討ということなんですけ

ど、ちょっと抽象的で、実際９月の中旬に出るということになりますと、具体的に出る前

から、出た場合はこうですよ、こういう事業計画、第５次事業計画の中にも当然いろんな

考え方をしておられるので、この合同庁舎については全くそういう中・長期的な考えもな

かったというような感じ方をちょっと受けるので、本来はそこらも県との交渉の中では、

当然早目に組み替えていっておかなければいけないかという思いがちょっとありました。 

 それから、４３２号、これは本年度中が１億円の工事費の予定ということになります

と、まだよいよ済まないなという思いの中で、７年から２１年まで１２億円、そうします

と、まだ８億円程度ある中での１億円ということなんで、これもまだ時間がかかるのかな

という思いがします。これらも本当に表玄関とすれば、早急なる依頼をしていくべきかな

という思いがします。 

 それから、今治市ということで、私がこの間、実は議会だより編集委員ということで今

治市へ行きました。この中で、忠海から出ておる大三島というのは２０分で行けます。本

当に近く感じました。特に大三島をちょっと見させていただいたんですが、その中で、お

客さんがどんどん減ってきておるよという傾向もちょっと見受けられました。ちょうどた

またま道の駅へ行きましたところ、土、日はちょっとにぎやかではあるけど、それ以外は

余りにぎやかでないんでと、そこの経営者の方もおっしゃっておられました。 

 その中で、本市と今治市の大三島との交流というのが本当に２０分でできるということ

になれば、ここらをいろいろ今、地域ネットワーク化を図るということで、いろんな会議

等も行われ、何々をされておる、あるいはしておるよということを今説明がございました

が、本当すぐそこなので、むしろそういうことを含めて具体的に、例えば、大三島の方が

来られますと何円引きですよとかと、言葉は悪いんですが、そのぐらいの呼べるようなや

っぱりそういうイベントとか、そこらも考えていかれて、大三島との交流も、特に今治市

ということになるんですけど、その辺もしっかり連絡をとっていただきたいなという思い

がします。 

 それから、竹原工業流通団地ということで、上水の確保、あるいは設備投資の助成上限

の引き上げ、間接リース方式ということであります。これらが本来、今お考えになってお

られるわけで、もう少し早くこういうのが具体的なところへ持っていっておけば、少しず

つ少しずつ今日に至るまで、この工業団地への企業誘致というのは変化があったかなとい

う思いがしております。特に、間接リース方式ということになれば、本当に土地を買い上
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げなくてもリースでやっていけるかと、それだったらうちもできたのにということもあり

得るかもわかりません。 

 そこらも含めまして、いま一度、県へ依頼ばっかりじゃなくて、本市もやはり骨とか身

を切らなければ、なかなか契約へは結びつかないと思います。痛みはやはり分かち合うと

いうことも必要なんで、県もそういう方式で来れば、やはり本市ももう少し、じゃ、こう

いう面は努力してみますよとか、あるいはこういう設備投資、あるいはこういうものにつ

いては本市として協力的にやっていきますとかというものがないと、なかなか来てくれ、

来てくれ、特に景気が悪いよという状況下の中では大変難しいかと思いますので、最後に

企業誘致戦略というところで県と市が一体となってという言葉をお使いになられました。

本当にそうだと思います。その中で、県もしていただきたい、しかし、うちもできるもの

があるよというところのスタンスが必要かと思います。そこらを含めまして、湯崎県知事

との懇談会におかれましては、特に内部で本当にお話し合いをしていただきまして、本市

でできること、これはできるけど、県としてはどうかというところまで踏み込んだ内容で

の話し合いをして、もって臨まれるようにお願いをしておきます。 

 この分につきまして、再度、市長としてどのようにお臨みになられるのかお尋ねしてお

きます。 

副議長（稲田雅士君） 副市長、答弁。 

副市長（三好晶伸君） 湯崎知事との懇談、まだ日程は決まっておりませんが、今後開催

が予定をされております県・市町懇談会の意見交換会におきましては、各市町の施策と今

後の取り組み、あるいは重点事業などの概要の説明をし、市町の課題や県の施策にかかわ

る意見交換を行うということになっております。 

 したがいまして、先ほど議員御指摘の件につきましては、当然のことながら、これは市

長みずからの生の声で知事に要望、あるいは御意見を述べさせていただくと。その内容に

ついては、基本的には竹原市の第５次総合計画、これに基づいた財政３か年実施計画とい

うものが中心的な話の中身になるというように考えております。よろしくお願いします。 

副議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（北元 豊君） 時間の関係で、前に進みます。 

 ２番目の危機管理体制についてということで、この質問に入る前に、まず口蹄疫の問題

が一日も早く終息に向かうことを祈っております。 

 そこで、いまだ終息を見出せない状況下の中で、今回、菅直人首相は国家的危機とし
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て、感染拡大の防止策を最優先で実施するということで、この間の新聞に出ておりまし

た。 

 そこで、本市の危機管理体制ということで、初動捜査態勢を含め、危機管理はどのよう

に取り組んでいるのかということでお聞かせ願います。 

副議長（稲田雅士君） 産業振興課長。 

産業振興課長（中川隆二君） それでは、口蹄疫に係ります市の初動態勢を含めた危機管

理はどのように取り組んでいるかという御質問でございます。 

 まず、口蹄疫の防疫対策につきましては、疑いがあった時点で、まず畜産農家、獣医

師、県の畜産事務所、この三者が事前に往診や立入検査を進めております。検査結果によ

りまして口蹄疫の発生が確認された場合に、最終的な非常態勢というのを設置いたしま

す。この事前検査の期間中におきまして、あらかじめ県と市町が非常態勢の準備を進める

こととしております。 

 竹原市内で口蹄疫が発生した場合の本市の危機管理体制の流れについて御説明いたしま

すと、発生事例が確認された時点で非常態勢となる県の危機対策本部、市の防疫対策本部

が設置されます。直ちに発生現地班というのを組織しまして、市本部と県本部が連携し

て、発生現地における移動規制、消毒、殺処分の業務を行ってまいります。 

 県の現地対策班としましては、６つの班で構成をされておりまして、１点目が総合的な

管理調整班、２点目が病勢鑑定班、３点目が発生現地班、４点目が評価班、５点目が追跡

検診班、６点目が移動規制班と、この６つの班で組織をされます。このうち、市の役割と

しましては、１点目の管理調整班に該当する管理総括班、それから、３点目の発生現地

班、５点目の追跡検診班、６点目の移動規制班と、それぞれの県の各班と連携した防疫業

務に当たるということになっております。 

 現在、市の取り組みといたしましては、情報収集活動というのが中心となっております

けれども、市内における対象農家が３戸ございます。その対象農家が現在行っております

消石灰による消毒活動、これがおおむね１０日間で２０キロの消石灰袋１袋を消費してい

るというような状況をお聞きしておりますので、今現在、市では消石灰を確保いたしまし

て、対象農家に対しまして、およそ１０日をめどに１袋を配布することを市役所にて行っ

ております。これにつきましては、対面といいますか、面会によりまして状況をお聞きす

ると、確認するという意味も込めまして、そのようにさせていただいておるという状況で

ございます。 
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 今後につきましても、国内感染が終息するまでは引き続き注意体制をとってまいります

ということで、御理解のほどよろしくお願いいたします。 

副議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（北元 豊君） 初動態勢ということで、私は特に心配をしておりました。いつ飛び

火をしてくるかわからない、予測ができないという状況下の中で、本市としまして本当に

緊急態勢ができておるのかどうか、あるいは初動態勢ができておるのかどうかと大変心配

でありました。しかしながら、今の回答というか、答弁を聞いていますと、安心した面が

あります。 

 しかしながら、これが具体的にスムーズにいくかどうかというのはなかなか難しいと思

います。しかしながら、初動態勢の中で、頭で考えておることが具体的に行動へ移るとい

うことも言えますので、そういう面では少しずつ少しずつ全体的な、全庁的な取り組みと

いうところの中で、各課、各課でとどまらなく全体的に動くよう、あるいはそういうシミ

ュレーションを描いて、その場合はこう動くよとかということを全庁的にまた取り組んで

いただきたい。そうしなければ、いざ起こったときには、最初に申しましたように、竹原

市全体が本当どうにもならなくなって、まちが死んでしまうよというケースも当然起こり

得るかと思われますので、本当に初動態勢、特に石灰をお配りになられるということでご

ざいます。石灰は余るぐらい配っていただきまして、それで本当に飛び火が防げるのであ

れば、これはいとわずにやっていただきたいというふうに思いますので、この危機管理体

制ということにつきましては、本当に市長にお願いしておきます。 

 本当に全庁的な取り組みで、ぜひとも、ややもすれば発生した場合は、発生しなければ

これは一番幸いと思いますが、発生した場合は本当に真剣に全庁挙げて取り組んでいただ

きたいというふうに思っております。そういうことで、ひとつよろしくお願いいたしま

す。 

 それから次に、竹原市の機構改革というところへ入ります。 

 これにつきましては、１つだけ、ちょっと本当に確認をしたいことがあります。これは

住みよさ実感に向けた施策の推進、協働のまちづくりのさらなる推進などということで、

第５次総合計画を着実に進めるための組織づくりと分権型社会に対応できる市民本位の組

織づくりがあるということで答弁がありました。その中で、協働のまちづくりの推進を急

ぐ余り、執行部と各町内の自治会長との間で組織づくりに温度差を感じるわけなんです

ね。その温度差を感じるので、この温度差をどのようにとらまえておられるのか、ちょっ
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とお伺いしておきます。 

副議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） 行政と自治会との間の組織づくりについて温度差が

あるのではないかということであります。 

 住民自治組織づくりにつきましては、御存じのように、地域の皆様と話し合いを持ちな

がら、今まで平成１８年から取り組んできたところであります。議員御指摘のように、協

働のまちづくりの必要性、また理念等を理解していただくことがちょっと難しいという地

域の温度差は感じております。しかし、住民等のアンケートにより、住民自治組織、いわ

ゆる住民自治の活動の充実を図っていくということについては、自治会も行政も同じ考え

だということで、今後も引き続き地域に協働で取り組む必要性、また、自治会で進める住

民自治を進める手法による支援も、行政も一緒になって地域と引き続き話し合いを行いな

がら、組織づくりに努めてまいりたいと考えておりますので、御理解のほどをよろしくお

願いいたします。 

副議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（北元 豊君） なぜ温度差を感じるのかということで質問を投げかけたんですが、

というのが、私、吉名の出身でございます。吉名が１０区ございます。それぞれに会長、

副会長という自治会長がおられます。その中で、２年に一遍、そういう約束事があられる

ようでございますが、２年に一遍、どんどんかわってこられるという中で、以前では考え

られないといいますか、例えば、以前では４年も８年もずっと同じ人がやってこられまし

て、いろんな内容に精通してくるよという面がございました。今では２年に一遍かわられ

るという中で、２年間、何とか辛抱しておればいいんだよというような言葉も聞きます。

ということは、ここに最初言いました組織づくりの過重といいますか、余りにも急ぐとい

うことによって、要求し過ぎるという面がうかがえるんじゃないかというような思いがし

たわけですね。 

 そこで、こういうことがどんどんこれがまた進んでいきますと、当然やり手がおらなく

なる。いや、もう私はいいよということで、本当の協働のまちづくりの組織づくりができ

るんだろうかどうかという面もありますので、ここでもう一度確認しておきます。 

 新たに機構改革でまちづくり推進課というのをつくられたわけですね。そして、今のこ

とを感じられて、町内に出向き、この協働のまちづくりが何である、あるいは組織づくり

はこうなんだよということをひとつお話しして、各連合会長等々も含めまして理解を得る
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努力をしていただきたい。そうすると、少し、例えば、新人の会長さんあたりは、ああ、

こういうことかという一つの、ある意味では理解を得られるんじゃないかというような思

いがします。 

 そういうことで、まちづくり推進課としては、７５自治会があるという、竹原市内そう

だなということなんですが、本当に出向いていって、理解を得て、要するに第５次計画で

竹原市長は何をしたいかというところの話をやはりしていただくべきだというような思い

がありましたので、これをひとつぜひともやっていただきたいということでお願いをして

おきます。 

 次に進ませていただきます。 

 道の駅の直営管理ということで、要は直営管理についての答弁でありますが、これは市

内にある農水産物資源を活用、また生産者や事業者との協力体制を強化し、健全な運営が

できるよう努めていくというような答弁がありました。しかしながら、私がお尋ねしてお

るのは、直営管理、要するに道の駅で、もう一度尋ねてみますが、付加価値を高める産品

はとか、産品の加工施設は、加工製品の販路はとかいうように、要はそういうことでのお

尋ねをしております。 

 というのは、要は道の駅を成功に導くのには、すべての市民の生産者、あるいはいろん

な加工業者等々も取り巻きが、すべてが取り巻いていただく、あるいは協力体制に入るこ

とによりまして、この道の駅というのが変わってくると思います。こういうことを具体的

にどういうふうなお考えでおられるのかということの、まず最初に申しました分につい

て、いま一度答弁を願います。 

副議長（稲田雅士君） 観光交流室長。 

観光交流室長（堀信正純君） 市内にある食品資源の付加価値を高める産品として、米で

は生産者が加工したもちやすし、ジャガイモでは農家レストランがコロッケや万能調味料

に高付加価値した産品を提供しております。ブドウやイチゴ、ミカンでは食品事業者等に

おいてジャムやゼリー、ジュースなどに加工された産品がございます。大豆では生産者に

よって加工されたみそがあり、タケノコでは地域ブランド開発事業としてタケノコの水煮

加工に取り組んでおります。 

 また、今後、付加価値を高める産品として期待されるものは、魚介類を干物や練り物に

加工したもの、イチジクをお菓子などに加工したもの、酒や塩をお菓子などに加工したも

のなどが考えられます。 
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 次に、産品の加工施設についてですが、朝市でのもちやすしを加工する施設、ブドウ、

イチゴ、ミカンなど果樹関係の食品事業者の加工施設、漁業団体の加工施設は市内にござ

いますけれども、その他の産品については市内に加工施設がない状況でありますので、今

後、生産者や事業者等へお話をさせていただく中で、支援方法等も含め、連携していく必

要があると考えております。 

 加工品の販路については、現在整備中の道の駅たけはらや朝市、市内の事業所などを考

えており、将来的には首都圏などの大都市やインターネットを活用した通販などの販路開

拓につなげていければというふうに考えております。 

 加工品の採算性につきましては、取り組みを実施されます生産者や事業者の方々と連携

をしていく中で、生産原価を賄うことはもとより、加工品の付加価値により加工、卸、流

通、販売のコストも賄うことができる、売れる商品を開発することで採算性を確保する必

要があると考えております。 

 以上でございます。 

副議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（北元 豊君） 市内では、たくさんのものが探ればあると思います。いろんなも

の、いろんな生産者がおられると思います。こういうところが道の駅の協力体制に入って

くるものと、私はそう思っております。 

 今の中で、例えば、加工施設がない場合は、これをやってみないかどうかと、あるいは

販路はこのようにするからやってみないかどうかとかということで、道の駅を一つの原点

に置きかえて、そこから発信していける状態をつくっていくべきと思います。 

 大都市等々にどうのこうのというのは、まだ少し時間が早いと思いますけど、インター

ネットの活用ということは十分に考えられることでもありますし、売れる商品ということ

になれば、この竹原市のよさというものが、農産物のよさ、水産加工のよさというものが

ございますので、そこらも付加価値を高める商品、あるいは加工をしたものが販路でより

にぎわいを創出できるよということにもつながっていこうかと思います。 

 先ほども申しましたように、本当にこの道の駅を成功に導くのは、やっぱり市民の盛り

上がり、これが不可欠であります。今、私が思っているのは、本当に担当者として、オー

プンまで３カ月ですね。その場合、本当にこういう製品、産品を出していただくための努

力というのができているのかどうかというのが不安でなりません。その辺がどんどん浸透

して、私も出せるよ、私も出すよ、じゃ、道の駅オープンを盛り上げていこうということ
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が市民の方から出てこなければいけない。それをするためには、オープンまで残された日

数でございますけど、市民の方に本当にそういう協力を依頼して歩くように、もう担当者

とすれば奔走すべきだというふうに思いますが、今後の取り組みについて再度お伺いして

おきます。 

副議長（稲田雅士君） 観光交流室長。 

観光交流室長（堀信正純君） 道の駅の運営管理におきまして、農業、漁業に携わる生産

者や事業者の関係者の方々はもちろんのこと、市民の理解や御協力が必要であることは言

うまでもないと考えております。 

 道の駅のオープンに向けまして、限られた日数しかありませんので、早急に管理運営計

画をまとめ、農水産物生産者である朝市や農業団体、漁業団体などの関係団体へ、どのよ

うな商品をどのような時期にどのくらいの量提供してもらうか等を速やかに伺った上で、

販売方式の具体的な計画を取りまとめていきたいというふうに考えております。 

副議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（北元 豊君） 先ほども言いましたように、３カ月しかないわけですよ。どうのこ

うの言う次元じゃなくて、私も入れて、私も入れてというぐらい来なければいけない状況

下にあるので、本当に生ぬるいです。もう３カ月しかないわけですから、本当に成功さす

ためには市民の盛り上がりが必要ということを今申しましたですね。しっかりやってくだ

さい。それでは今はまだ机上の空論で、机上での考え方じゃだめなんです。もう本当に動

いて動いて動かないと、生産者の方は実際に、じゃ、出せますよ、出しましょうとかいう

ところまでは行かないと思います。そこら辺は本当に実際残された日数というのは、貴重

な日数であります。もっと性根を入れてやっていただきたい。もう日参して、成功へ導く

ためには本当それしかないというぐらいな思いで頑張っていただきたいというふうに思い

ます。そこをお願いしておきます。 

 次に、５番目に入ります。 

 財政再建に伴う市民の思いということで、これについて投げかけました。どうなんだと

いうところでいきますと、答弁は長引く景気の低迷や人口減少社会への移行等による市税

収入の減少、少子・高齢化に伴う社会保障関係経費の増加、老朽化が進む公共施設等に係

る経費の増加等々で、これらの要因で本市の財政状況は今後も厳しさが予想されるという

答弁でございます。これは当然、今日的な状況の中でわかるといいますか、これはどうし

ても通っていかなければいけない道なわけなんですね。 
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 そこで、いま一度、財政指数というところについてお伺いします。 

 近隣の経常収支比率、あるいは公債費比率、地方債の残高、財政調整基金の残高という

ことをもう一度ちょっと聞かせていただきますので、答弁のほうをお願いしておきます。 

副議長（稲田雅士君） 財政課長。 

財政課長（塚原一俊君） それでは、御質問いただきました財政数値について、他市の状

況も踏まえながら説明させていただきます。 

 まず、１番目の経常収支比率でございます。この経常収支比率と申しますのは、財政構

造の弾力性を測定する比率としてよく用いられます。これは義務的性格の強い経常経費に

経常一般財源がどれだけ充当されているかということを判定いたします。一般的には８

０％を超えると弾力性を失い、硬直化が進むと言われておりますが、竹原市の数値は９

４．７％、これは平成２０年度決算によるものですが、９４．７％ということになってお

ります。 

 近隣の都市ですが、隣接ということで紹介させていただきますと、東広島市が８４．

７％で優良な数字が出ております。三原市におきましては９３．１％、あと本市と同級の

大竹市におきましては９１．４％という数字が出ております。 

 続きまして、公債費比率です。これは地方債償還による財政負担の程度を示す指標でよ

く使われております。 

 一般財源に占める公債費の割合ということで、これは１０％を超えないことが望ましい

とされておりますが、竹原市は１０．５％ということになっております。東広島市は１

７．７％、三原市は１６．２％、大竹市は１７．６％ということで、厳しい数字が出てお

ります。 

 あと、地方債の残高なんですけれども、これは各団体の規模によって違いますので、残

高を人口で割った１人当たりの数値ということで紹介させていただきます。 

 竹原市の残高、２０年度末で９０億２，０００万円です。これを人口で割りますと、３

０万２，０００円ということになります。同じように、人口１人当たりを求めますと、東

広島市が５２万５，０００円、三原市が６４万円、大竹市が６５万９，０００円と、３市

ともほぼ同程度ということになっております。 

 最後の財政調整基金の残高でございますけれども、これは竹原市の残高、２０年度末で

１７億１，９００万円ございます。これを人口で割りますと、１人当たりの財政調整基金

の残高は５万８，０００円ということになります。同じように算出しますと、東広島市は



- 84 - 

４万４，０００円と、これは竹原市と同程度になっております。三原市は２万２，０００

円、大竹市は３万円という数値が出ております。 

 数値の説明につきましては以上でございます。 

副議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（北元 豊君） 今、ちょっと数字の説明を受けたんですが、別の観点からもう１つ

確認しておきます。 

 財政調整基金ということで、平成１０年度に１１億８，３００万円だったわけなんです

が、平成２０年度１７億１，９００万円ということで、財政調整基金のほうは５億３，６

００万円ほど現にふえております。地方債におきましては、先ほど説明ございました。人

口１人当たりというのもあるんですが、平成１０年度では１２３億９，４００万円だった

のが、平成２０年度は９０億１，９００万円ということで、３３億７，５００万円ほど地

方債としては１０年間で減少をしております。 

 こういうふうに、一時、平成１４年度だったですかね、１６年度ぐらいだったですか、

財政調整基金の中で１２億５，１００万円しかなくなっておるわけなんですが、そのとき

に大変危機感があったよというところで心配したという面がございます。そういう観点か

らすれば、いろんな意味で財政指数というのは上がってきておるという思いはするんです

が、いま一度ちょっと担当課長として、今の数字の中で過去より状況的にはどうであるか

というのを一言ちょっとお願いしたいと思います。 

副議長（稲田雅士君） 財政課長。 

財政課長（塚原一俊君） 当時の数値と比べまして、改善された部分もあろうかと思いま

す。先ほど経常収支比率のところで御説明させていただきましたけれども、県内１３市の

中で、経常収支比率が８０％台というのは東広島市と福山市だけです。その他１１市につ

きましては、９０％を超える大変厳しい状況になっております。 

 ただ、そういった地方自治体を取り巻く財政状況というのは厳しい状況というのは変わ

らないんですが、先ほど御指摘いただきました当時、それまでの大型事業に係る公債費で

あるとか、そういったものが相当多額だった記憶がございます。その部分が一たん落ちつ

いたということ、それと内部管理経費などの圧縮に努めてきたこと、また投資的経費もか

なり絞ってきたということがありまして、今日のような状況になっておると思います。公

債費比率であるとか地方債残高に代表されますように、これまで取り組んできた財政構造

の改善については一定の成果が出ていると考えられます。 
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 以上でございます。 

副議長（稲田雅士君） ６番。あと５分です。 

６番（北元 豊君） 今、財政課長からちょっと数字も聞きました。私も実際、数字を見

てみました。大変市民の方の我慢がこういう形で出てきておると思います。そこで、私は

ここで小坂市長におかれましては英断のときと思われ、市民の思いを具体化、具現化して

もらいたいということで、私がちょっと提言申し上げますけど、私は市民の思いでもあろ

うという中で、後世に残る図書館、竹原書院の建設をしていただきたい、こういうことを

提言したい。 

 それは先ほど申しましたように、数字の上で改善もしてきておりますよと。しかしなが

ら、今後については諸問題もありますよということももちろんわかります。わかります

が、いろんな思いの中で、この財政再建につきましては市民も協力してきたところであり

ます。そういうことの中で、今後、小坂市長、本当にこういうことの後世に残る図書館と

いうものの考え方を、ひとつこういうことの数字の中ででき得るよ、でき得るよというと

ころの研究をしていただきまして、前向きな回答をいただきたいというふうに思っており

ます。 

 もう１点あるんですが、これはちょっと時間の都合で、安心して暮らせる社会形成とい

うことであります。これは本当にいろんな諸問題はありますけど、特に私が感じるのは、

家にひきこもりの老人等々がふえてくるよという中で、この対策をどうしていくのか、こ

れだけちょっと１点、この質問については聞かせてください。 

副議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（大宮庄三君） 家へのひきこもりをどうしていくのかということでございま

す。 

 これは答弁の中でもありましたように、介護予防教室でありますとか、特定高齢者のい

きいきはつらつ教室とか、お元気応援団とか、老人クラブとか、さまざまな形での高齢者

に係るメニューというものが展開されておるところでありますが、また、公民館や老人ク

ラブ、いろんな形での活動、事業が展開されております。 

 そういった中で、やはりボランティアであるとか、今年度から始まる社会福祉協議会の

地方地域福祉３カ年計画とか、あるいは民生委員活動、あるいは市内に４カ所あります通

常ボランチと言っております在宅介護支援センター、そういったさまざまな関係機関、団

体等々によりまして、やはり高齢者への働きかけというものも行っていかなければならな
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いというふうに考えております。 

 ちなみに、いきいきはつらつ教室に参加された方から市長への手紙の中で、感動したと

か、あるいは元気になったというようなお手紙もいただいておるところです。 

 そういったことでよろしくお願いいたします。 

副議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（北元 豊君） 市長に今からちょっと頼みます。今からちょっと言わせてくださ

い。ここが大事なところ。 

 小坂市長におかれましては、竹原市政のかじ取りということで各市民からゆだねられた

ところでございます。その中で、今努力していただいているところではありますが、今

回、竹原市の喫緊の課題であるとされる項目を質問させていただきました。そこでまず、

湯崎広島県知事との懇談会において、竹原市長としてどのような課題を持って、まず臨ま

れるのか、これをお伺いします。 

 それから、２番目としまして、先ほど申しました財政に伴う市民の思いということの中

で、財政支出等々も数字をもってお話もしました。ここで市長がやっぱり決断をしていた

だくという時期かというふうに思います。市長の御所見をお伺いします。 

 それから最後に、これは大きな課題ですけど、今、内容について触れませんでしたが、

元気なお年寄り…… 

              （発言する者あり） 

 ということで、ひとつよろしくお願いいたします。 

副議長（稲田雅士君） 市長、簡潔に答弁をお願いします。 

市長（小坂政司君） 知事との懇談会の内容の御提言いただきました。大変ありがとうご

ざいます。「住みよさ実感 瀬戸内交流文化都市」を標榜する我々でございますので、海

を生かしたまちづくりの中では、「瀬戸内 海の道１兆円構想」と共鳴するところがある

わけでございますので、ぜひ知事との懇談会におきましては、瀬戸内海を生かした、海を

生かしたまちづくりについて提言をさせていただきたいと思いますし、産業の活性化につ

いても、ぜひ我々は具体的な提案をしてまいりたいというふうに思っております。 

 また、図書館等のことの提言でございますけれども、ことしでちょうど、竹原のまち並

み保存地区に歴史民俗資料館があったところに、今から１００年前、明治４３年に社団法

人竹原書院として図書館業務を開始したということでございます。１００年の歴史ある竹

原の図書館、また、訪れる市民からも、設備は古いが内容はすばらしいという評価をいた
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だいております。ぜひこういったことを踏まえながら、生涯学習の拠点でございますこの

図書館を、ぜひ建設に向けて調査、前向きな検討をしてまいりたいというふうに思ってお

ります。 

 また、住みよさ実感の中で、お年寄り、高齢化は避けて通れないわけでございます。竹

原市は幸いにしてコンパクトなまちでございますので、地域コミュニティーを充実する中

で、元気なお年寄りの育成というか、元気なお年寄り、健康づくりに努めてまいりたいと

いうふうに考えております。ぜひ御協力のほど、よろしくお願いを申し上げます。 

副議長（稲田雅士君） 以上をもって北元豊君の一般質問を終結いたします。 

 明６月１６日午前１０時より会議を再開することとし、本日はこれにて散会いたしま

す。 

              午後４時３５分 散会 

 


